
2018 年度 

ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援

事業報告書 

2019 年 3月 

公益社団法人 日本海難防止協会



はじめに

当協会では、2011 年度以降、公益財団法人日本財団及び公益財団法人笹川平和財団と協力し、

太平洋に所在するミクロネシア 3 カ国（パラオ共和国、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和

国）の海上保安能力を強化支援する事業を実施してきた。

その内容は、各国に対して小型パトロール艇や通信設備等の施設を供与するとともに、これら

の供与施設が一時的な支援に終わることなく、長期間にわたり円滑・安全に活用されるよう、運

用経費（小型パトロール艇の燃料費・整備費・揚降経費、衛星通信の通信料）を含めた総合的な

パッケージ支援を行うことであり、本件プロジェクトの大きな特徴となっている。

こうした総合的な支援方式に対して、各国から非常に高い評価を得ており、さらなる支援要望

が強かったことから、その後も各国のニーズに即した追加支援策を実施してきている。

特に 2015 年に日本財団と「21 世紀における日本－パラオ海洋アライアンス」の MOU を結ん

だパラオ共和国に対しては、40m型巡視船及びその係留施設並びに新庁舎を供与することなどが、

2016 年にパラオ共和国で開催された官民国際会議で決定された。これらの供与施設は 2017 年末

にパラオ政府に引き渡され、その後の引渡し式典を経て 2018 年度から本格運用が始まった。 
パラオ共和国の海上保安体制は、本件事業開始前の豪供与 30m 型巡視船 1 隻体制から、6 年で

40m 型巡視船及び小型パトロール艇 3 隻を加えた計 5 隻体制へと大幅に強化されたわけだが、能

力の強化については、これらの供与物をいかに活用して海上保安業務を行っていくかにかかって

いる。本格運用の開始と時を同じくして、1 ヶ月程度の長期出張を繰り返す形で海上保安アドバ

イザーの派遣も開始した。アドバイザーは業務に関する指導・助言を行うとともに海上保安庁と

調整して研修・訓練を企画する役割も担っており、今年度 1 回目の研修が実施されたところであ

る。今後も海上保安庁の有する技能が伝授されることによりパラオ共和国の海上保安能力が飛躍

的に向上するものと確信している。

最後に、本件事業の円滑な実施のために多大なるご協力をいただいている国内外の関係者に深

く感謝の意を表する次第である。

2019 年 3 月 
公益社団法人 日本海難防止協会



略語の説明 
 

 

DMLE ：Division of Marine Law Enforcement (海上法令執行部) 

FFA ：Pacific Islands Forum Fisheries Agency (太平洋諸島フォーラム漁業機関) 

FSM ：Federated States of Micronesia (ミクロネシア連邦) 

FSS ：Federated States Ship（ミクロネシア連邦巡視艇） 

HF ：High Frequency(短波) 

JAMS ：The Japan Association of Marine Safety (公益社団法人 日本海難防止協会) 

JMETS ：Japan agency of Maritime Education and Training for Seafarers 

 (独立行政法人 海技教育機構) 

MOU ：Memorandum of Understanding (覚書) 

MSA ：Maritime Surveillance Advisor 

 (ミクロネシア各国に派遣されている豪海軍の海上監視アドバイザー) 

MCT ：Mobile Cooperation Team（海上保安庁から派遣される能力向上支援の専従チーム） 

NF ：The Nippon Foundation (公益財団法人 日本財団) 

NMC ：Nippon Maritime Center (日本海難防止協会のシンガポール事務所) 

NMCC ：National Maritime Coordination Center 

（DMLE運用司令室に設置予定の情報収集センター） 

PPB ：Pacific Patrol Boat (豪州から供与された監視艇) 

PPBP ：Pacific Patrol Boat Program (豪州の PPB事業) 

PSS ：Palau Surveillance Ship（パラオ巡視船） 

RMI ：Republic of the Marshall Islands (マーシャル諸島共和国) 

RMIS ：Republic of the Marshall Islands Ship（マーシャル諸島共和国巡視艇） 

ROP ：Republic of Palau (パラオ共和国) 

SPB ：Small Patrol Boat（日本財団から供与した小型パトロール艇） 

SPF ：The Sasakawa Peace Foundation (公益財団法人 笹川平和財団) 

TWG ：Trilateral Working Group（日パ豪 3者会議） 

USCG ：United States Coast Guard (米国沿岸警備隊) 

VHF ：Very High Frequency(超短波) 



略語の説明 
 

 

DMLE ：Division of Marine Law Enforcement (海上法令執行部) 

FFA ：Pacific Islands Forum Fisheries Agency (太平洋諸島フォーラム漁業機関) 

FSM ：Federated States of Micronesia (ミクロネシア連邦) 

FSS ：Federated States Ship（ミクロネシア連邦巡視艇） 

HF ：High Frequency(短波) 

JAMS ：The Japan Association of Marine Safety (公益社団法人 日本海難防止協会) 

JMETS ：Japan agency of Maritime Education and Training for Seafarers 

 (独立行政法人 海技教育機構) 

MOU ：Memorandum of Understanding (覚書) 

MSA ：Maritime Surveillance Advisor 

 (ミクロネシア各国に派遣されている豪海軍の海上監視アドバイザー) 

MCT ：Mobile Cooperation Team（海上保安庁から派遣される能力向上支援の専従チーム） 

NF ：The Nippon Foundation (公益財団法人 日本財団) 

NMC ：Nippon Maritime Center (日本海難防止協会のシンガポール事務所) 

NMCC ：National Maritime Coordination Center 

（DMLE運用司令室に設置予定の情報収集センター） 

PPB ：Pacific Patrol Boat (豪州から供与された監視艇) 

PPBP ：Pacific Patrol Boat Program (豪州の PPB事業) 

PSS ：Palau Surveillance Ship（パラオ巡視船） 

RMI ：Republic of the Marshall Islands (マーシャル諸島共和国) 

RMIS ：Republic of the Marshall Islands Ship（マーシャル諸島共和国巡視艇） 

ROP ：Republic of Palau (パラオ共和国) 

SPB ：Small Patrol Boat（日本財団から供与した小型パトロール艇） 

SPF ：The Sasakawa Peace Foundation (公益財団法人 笹川平和財団) 

TWG ：Trilateral Working Group（日パ豪 3者会議） 

USCG ：United States Coast Guard (米国沿岸警備隊) 

VHF ：Very High Frequency(超短波) 



目 次

Ⅰ 各国の海上保安能力強化の現状

パラオ共和国··························································································

ミクロネシア連邦·······················································································

マーシャル諸島共和国················································································

Ⅱ 年度の事業の概要

パラオ共和国··························································································

ミクロネシア連邦·····················································································

マーシャル諸島共和国··············································································

供与物の運航支援·················································································

各国との打合せ·····················································································

Ⅲ これまでの経緯と事業の概要

事業の検討経緯····················································································

事業の構成 ·························································································

事業の目的 ·························································································

事業の実施（第 フェ－ズ）·····································································

事業の実施（第 フェ－ズ）·····································································

官民国際会議の開催（パラオ共和国） ·························································

支援物の追加供与（パラオ共和国）····························································

供与物の運航支援·················································································

Ⅳ 参考資料 ····························································································



目 次

Ⅰ 各国の海上保安能力強化の現状

パラオ共和国··························································································

ミクロネシア連邦·······················································································

マーシャル諸島共和国················································································

Ⅱ 年度の事業の概要

パラオ共和国··························································································

ミクロネシア連邦·····················································································

マーシャル諸島共和国··············································································

供与物の運航支援·················································································

各国との打合せ·····················································································

Ⅲ これまでの経緯と事業の概要

事業の検討経緯····················································································

事業の構成 ·························································································

事業の目的 ·························································································

事業の実施（第 フェ－ズ）·····································································

事業の実施（第 フェ－ズ）·····································································

官民国際会議の開催（パラオ共和国） ·························································

支援物の追加供与（パラオ共和国）····························································

供与物の運航支援·················································································

Ⅳ 参考資料 ····························································································



 
 
 
 
 

Ⅰ 各国の海上保安能力強化の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 

Ⅰ 各国の海上保安能力強化の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1

各国の海上保安能力強化の現状
 

 パラオ共和国                             
                                                                  
 
今年度は、パラオ DMLE に 2017 年末に供与した 40m 型巡視船 KEDAM の本格的な運用が開

始された年度であり、これまで供与した 3 隻の SPB と豪が供与した 30m 型 PPB の計 5 隻で海洋

監視にあたる体制となった。2 隻の巡視船で遠方海域をカバーし、3 隻の SPB で沿岸海域をカバ

ーするという理想的な体制になったと言える。 
それぞれの稼動状況について、40m 型巡視船に関しては、結果として深刻なものはなかったも

のの、主機や発電機に関する初期不良への対応もあり、想定していたとおりの稼動はできなかっ

たが、パラオ南西諸島海域を哨戒中に、パラオ EEZ での操業許可を受けている日本漁船から、昨

年は無許可操業と思われる外国漁船が多く、操業中心配だったが、今年は巡視船の哨戒のおかげ

で、そういう漁船を見かけず安心して漁ができている旨の無線連絡があったとのことである。 
SPB の稼動に関しては、40m 型巡視船の基地停泊時には巡視船乗組員により 3 隻の SPB 同時

運航も可能になると考えられ、稼動が増えるものと予想していたが、3 隻中 2 隻が故障したこと、

修理や整備を行う際の上架方法を、クレーンによるものからスロープを利用したトレーラーによ

るものへ変更せざるを得ない事情が生じ、トレーラーの作成等で修理のための上架が 12 月以降と

なったこともあり、思っていたほどの稼動とはならなかった。SPB の稼動増加は引き続いての課

題である。 
また、今年度は巡視船 KEDAM の哨戒に、今年度から活動を開始した海上保安アドバイザー

（Coast Guard Advisor）が 3 回同乗し、DMLE の業務執行や安全運航に関して助言を与えると

ともに、業務執行能力の把握に努め、彼らに必要な研修・訓練内容の検討を行った。2019 年 1 月

には、海上保安庁の協力を得て、アドバイザーと海上保安庁 MCT（Mobile Cooperation Team）

により、DMLE では初となる海上法執行（制圧）研修・訓練が 4 日間にわたり実施された。研修・

訓練を終えた DMLE からは、たいへん有意義であり、今後も是非継続していただきたいという評

価があり、今後もアドバイザーが

DMLEのニーズを見出しMCTと調

整をしつつ、研修・訓練を計画する

こととしており、体制が整ったパラ

オ DMLE に海上保安庁の有する技

能を伝授することで、業務執行能力

がさらに向上するものと期待され

る。 
3 隻の SPB と PPB 及び 

40m型巡視船「PSS KEDAM」 
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 マーシャル諸島共和国                             
                                                                  
 
マーシャル Sea Patrol に供与した 2 隻の SPB LOMORⅡ（首都マジュロ配備）と TARLAN04

（イバイ島配備）は、捜索・救助事案、外国船等への立入検査、法令違反の検挙、高潮等の災害

対応、政府用務への便宜供与等で極めて有効に活用されており、非常に稼動の多い状況が続いて

いる。例年支援している燃料費を使い切るほどだが、使い切った後は政府に申請し必要量を調達

している。2 隻とも供与時から海事教育を受けた専従の乗組員を指定しており、PPB の乗組員に

運航を頼らなくてよいという状況が稼動の多さにつながってもいる。SPBの運航体制については、

3 ヶ国の中で最も整っていると言える。 
一方、この稼動の多さによる弊害も出つつある。LOMORⅡについては供与後 6 年が経過した

わけだが、想定よりはるかに速く劣化が進んでいると見られる。Patrol Boat と呼んでいるものの、

元はいわゆるプレジャーボートであり大時化の中を長時間走り続け、さらにそれを繰り返すよう

な運航形態や、年 1000 時間を超える主運転時間はそもそも想定されていない。毎年実施してい

るメーカー技師を派遣しての定期整備により、主機関は比較的良い状態に保たれているが、船体

にはあちらこちらにクラックが入り、ギアの焼き付き、排気管及び過給機からのガス漏れ、エア

コンの冷媒漏れなど経年劣化による不具合が多発しており、修理が完了するまでの稼動できない

期間が増加している。TARLAN04 については供与後 3 年が経過した段階だが、フライングブリッ

ジやオーニングのステンレス製支柱、トランサムステップの取付け部分にクラックが入るなど船

体ダメージの蓄積がうかがわれる。今後の課題は、コンディションを如何にして保つかであり、

日常点検や定期点検を確実に実施することで不具合の端緒を発見し、大きな不具合の発生を未然

に防ぐ必要がある。 
運航に関しても可能な限り艇をいたわる意識が必要となる。わずか 15m ほどの艇で 100 海里や

200 海里離れた環礁間を往来しており、時化た際は 1 昼夜以上走り続けることも稀ではない。今

後も SPB を安全に稼動していくためには、艇をいたわって運航することが必要になる旨 LOMOR
Ⅱ船長に伝えたところ、LOMORⅡを供与してくれたおかげで PPB1 隻の時よりレスポンスタイ

ムが比較できないほど短くなった。国民も皆そのことを知っており、LOMORⅡに寄せられる期

待は非常に大きい。一刻を争う捜索・救助事案ではどんなに時化ていようと真っ先に向かう。そ

れが自分の使命であり誇りでもあ

る。ただ、事案対応でないときには

速力を落とすなどして艇をいたわ

る意識を持ちたいと述べていた。

SPB の整備に関し供与後 10 年は支

援するとしている我々が果たさな

くてはならない責任も重い。 
 

LOMORⅡ 

 ミクロネシア連邦                             
                                                                  

 
ミクロネシア Maritime Wing に供与した SPB Unity は、2015 年 7 月及び 2016 年 12 月の 2

度の座礁事故を経て 2017 年 12 月に復帰してのちは、稼動は多くないものの事故無く運航されて

いる。2 度にわたる事故を受けて策定された SPB の安全運航体制は、PPB の船長資格を有する者

が船長として乗り組むことで安全を確保し、新たに正規職員として採用した 12 名の職員を 3 グル

ープに分けて複数クルーとすることで稼働時間も確保するというものである。その後の課題は、

この 12 名の新規採用者が海事教育を受けたことの無いいわゆる海の素人であり、彼らに対する海

事教育を早期に実施し運航要員全体の能力向上を図ることであった。 
ミクロネシア連邦唯一の海事教育機関であるヤップ州所在の FMI（Fishery Maritime 

Institute）に 2015 年操船シミュレーターを供与した経緯もあり、FMI で研修を実施し、その費

用を支援すべく本年度ミクロネシア法務省と調整を続けてきたが、年度内の実施には至らなかっ

た。 
ミクロネシア連邦でのプロジェクトを進める上で難しさを感じるのは、調整がなかなか進まな

いことであり、先方の進捗状況や検討状況すら確認できないことにある。現地に赴いて対面で協

議するとすんなりと合意に至ることは少なくない。かなり進展したつもりで帰国するのだが、そ

の後、約束したはずの連絡が来ないとか、確認のためのメールを送っても受信したとのメールす

ら来ないことも多く、先方の事情が全く見えなくなるのである。日本での進め方が通用しないで

あろうことは、十分理解しているつもりであるが非常に悩ましいところである。 
また、ミクロネシア連邦がパラオ、マーシャルと異なる点は、4 つの州からなる連邦国家とい

う点である。民族、歴史、文化の異なる各州政府の権限、主張が強く、連邦政府は 4 州のバラン

スを常に考えなくてはならず、リーダーシップを発揮するのが難しい状況に置かれているのでは

ないか。我々の供与した SPB が Unity と名付けられたことや、他の 2 国より国内調整に時間が

かかることからもその

ような事情が伺われる。 
何れにせよ、SPB の

稼動を上げ、かつ安全

に運航させるためには

運航要員のレベルアッ

プが必要不可欠であり、

2019 年度の研修実施

に向け粘り強く調整し

ていく他はない。 
 

 
                 

FSS Unity 
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パラオ共和国（小型パトロール艇）
 
◆ 定期整備及び整備指導 ①      
                                            

 
■ 船  名：「EUATEL」（引渡日：2017 年 3 月 11 日） 
■ 実施時期：2018 年 12 月 4 日（火）～12 月 13 日（木）（納入 2 年後） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 所  見： スロープを使った小型パトロール艇上下架用に製作したトレーラーを使用しての

初めての定期整備となった。小型艇の荷重がかかった際にトレーラーに見られるた

わみは引き続き対応中。他艇の不具合もあり、今年度最も活躍した艇となった。 
■ 指導内容：小型パトロール艇納入 2 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：749 時間の運転時間。2017 年 7 月に座礁し、プロペラの損傷及びプロペラ軸心不

良が発生したが、同年 11 月にブラケットをガスバーナーで加熱し、軸心を調整。

その後、転舵時に異音と振動がするとの情報があり、今回の整備で点検を行ったが、

海上試運転では異音及び振動は見られなかった。プロペラ軸、ブラケット、軸心は

今後も継続してフォローしていく。 

  
トレーラーでの上架 船体清掃 

  

乗組員による点検作業 Tutii 局長への整備報告・署名受領 
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◆ 不具合調査     
                                            

 
2018 年 7 月頃、「BUL」の航海中に焼けるような臭いがした後、クラッチが前進に入ったまま

中立にも後進にも入らなくなり、クラッチの嵌入嵌脱ができない状態となった。そのため、9 月に

ヤンマー・エンジニアリングから技師を派遣し、当該小型パトロール艇の不具合調査を実施した。 
 
■ 船  名：「BUL」（引渡日：2014 年 7 月 7 日） 
■ 実施時期：2018 年 9 月 15 日（土）～9 月 17 日（月） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 内  容：入力軸及びサポート軸の点検、プロペラの点検等 
■ 技  師：宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：入力軸及びサポート軸を抜き出しサポート軸を点検したところ、摩擦板及びスチー

ルプレートの焼損を確認。サポート軸は現地での分解が困難であったため、日本で

開放点検を行う。不具合発生原因として、短時間での頻繁なクラッチ嵌入嵌脱、エ

ンジン回転数が高い状態でのクラッチの嵌入、LO 経路のゴミ詰まりによる作動油

圧の低下等が推定される。目視点検の結果、プロペラの損傷は見られなかった。ま

た、入力軸及びサポート軸抜き出し後のクラッチ内部点検を実施したところ、その

他部品に異常は見受けられなかった。今後の対応としては、入力軸及びサポート軸

を日本へ送付し整備した後パラオへ返送し、ヤンマー・エンジニアリングの技師に

より組付け作業を行う。  
 

  

焼きついた摩擦板及びスチールプレート 

  

◆ 定期整備及び整備指導 ②     
                                            

 
■ 船  名：「KABEKEL M’TAL」（引渡日：2012 年 8 月 10 日） 
■ 実施時期：2019 年 1 月 28 日（月）～2 月 1 日（金）（納入 6 年後） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 所  見：船底アース板の腐食等の経年劣化は見られるものの順調に稼働している。Victor 局

長代理によると、3 艇の中で最も古いが最も速度が出る艇とのこと。エアコンの修

理が完了すればより稼働も増えるのではと見込んでいる。 
 また、小型艇の衛星通信用バッテリー交換及びソフトウェア等の点検のため、古野

電気の技師派遣も同時に実施した。 
■ 指導内容：小型パトロール艇納入 6 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、三上涼介氏 
■ 技師所見：本船は引き渡し後 6 年半が経過しているため、今回の整備時にエアコンのゴムホー

スやクラッチのセーフティースイッチ等のゴム製品や電気部品の破損が見られた。

次回整備時にはゴムホースやスイッチ類等の交換を検討する必要がある。平成 29
年度定期整備時から課題となっているエアコンの不具合は、コンプレッサーが焼損

していたため交換を実施したが、冷媒漏れが引き続き生じている。今後は、必要な

調査及び部品手配をして対応をする必要がある。 

  

下架された KABEKEL M’TAL                          試運転の様子 

  
お役御免となった救命浮環                       新しい救命浮環を取り付け 
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調査及び部品手配をして対応をする必要がある。 

  

下架された KABEKEL M’TAL                          試運転の様子 

  
お役御免となった救命浮環                       新しい救命浮環を取り付け 
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◆ 小型パトロール艇上下架用トレーラーの供与      
                                            

 
 小型パトロール艇を上下架する際に、現地の建設会社から毎回大型のクレーンを手配していた

が、クレーンの故障等により調達が困難となった。そのため代替案として、供与した埠頭に付属

するゴムボート上下架用のスロープからトレーラーで引き上げることとした。トレーラーは岡山

市所在の両備ホールディングス株式会社ソレックスカンパニーよって製作され、2018 年 11 月 2
日にパラオへ到着。大型のトレーラーのためパラオで組立作業を行い、実際に小型パトロール艇

を載せての上下架テストも実施した。 
 上下架テストでは、小型パトロール艇の荷重がかかった際に予想以上にトレーラー左右の H 鋼

がたわむという不具合があった。その後メーカー補償のもと補修作業を行った結果、たわみは大

幅に改善され、使用に問題がない状態となった。 
 
■ 実施日：2018 年 11 月 8 日（木）～11 月 13 日（火） 
■ 引渡日：2018 年 11 月 13 日（火） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 
 

 
完成したトレーラー（岡山所在のソレックスカンパニーにて） 

  

トレーラー上下架テスト トレーラー補修完了 

◆ 不具合対応      
                                            

 
2018 年 9 月に実施した「BUL」の不具合対応後、日本での入力軸及びサポート軸整備が終了し

たため、ヤンマー・エンジニアリングの技師を派遣し組付け作業を実施した。「BUL」については

不具合により今年度の稼働時間が少なかったため、定期整備は実施せず本不具合対応にて基本的

な点検のみを行った。 
 
■ 船  名：「BUL」（引渡日：2014 年 7 月 7 日） 
■ 実施時期：2018 年 12 月 4 日（火）～12 月 13 日（木）※「EUATEL」定期整備と併せて実施 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 内  容：入力軸及びサポート軸の組付け 
■ 指 導 者：宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：主機関の減速逆転機が焼損していたことが原因で稼動ができず、運転時間は 82 時

間と短かった。そのため、船体掃除、プロペラ掃除、船底塗料の塗布、保護亜鉛交

換等の必要な事項のみの整備を行った。9 月に実施した不具合調査で日本へ送付し

た入力軸及びサポート軸の分解修理を日本国内の整備工場で行い、不具合対応前に

現地に返送。今回、修理の終了した入力軸及びサポート軸を組み付けて試運転を行

い、動作に問題がないことを確認した。 

  

作業開始 減速機の作業 

  
ヤンマー技師指導のもと乗組員も点検作業を行う 試運転 
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な点検のみを行った。 
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■ 指 導 者：宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：主機関の減速逆転機が焼損していたことが原因で稼動ができず、運転時間は 82 時

間と短かった。そのため、船体掃除、プロペラ掃除、船底塗料の塗布、保護亜鉛交

換等の必要な事項のみの整備を行った。9 月に実施した不具合調査で日本へ送付し

た入力軸及びサポート軸の分解修理を日本国内の整備工場で行い、不具合対応前に

現地に返送。今回、修理の終了した入力軸及びサポート軸を組み付けて試運転を行
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フタが開かなかった原因については不明であるが、乗組員には、今後このようなこ

とがあっても強引な作業は行わないよう指示した。 
 
◆ 海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）招聘訓練 
                                            

 
 人材育成支援の一環として、笹川平和財団の支援を得て海上保安庁モバイル・コーポレーショ

ン・チームをパラオへ派遣し、KEDAM 乗組員に対し逮捕術等の研修を行った。実施期間中には

薗浦内閣総理補佐官による視察も行われ、現地の新聞にも訓練の様子が大きく掲載されるなど、

パラオ国内でも大きな注目を集めた。 
 
■ 実施時期：2019 年 1 月 14 日（月）～1 月 17 日（木） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁及び庁舎 
■ 実施内容：逮捕術訓練、安全管理研修等 

※詳細は、P.16 からの海上保安アドバイザー業務参照 
 
◆ メーカー保証期間終了に伴う最終検査（船体部） 
                                            

 
 建造から 1 年間と取り決められていた造船所の保証期間終了に伴い、最終検査を実施。コンサ

ルタントの水産エンジニアリング株式会社及び建造を請け負った警固屋船渠株式会社とともに、

巡視船の不具合箇所の確認を行った。最終検査期間に対応可能な不具合箇所は、現地業者や乗組

員により修理が行われ、今後も対応が必要な箇所に関しては、造船所の保証のもと引き続き修理

対応がなされる予定である。 
 
■ 実施時期：2019 年 2 月 4 日（月）～2 月 7 日（木） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：メーカー保証期間終了に伴う最終検査（船体部） 
■ 所  見：海水配管の数カ所にピンホールが発生する他は、特段大きな不具合は見られなかっ

た。現地業者に依頼し、ピンホールは溶接により修理が施された。乗組員も積極的

に修理作業にあたり、自分たちの船であるという自覚が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 

パラオ共和国（40m型巡視船「PSS KEDAM」）
 

2017 年 12 月にパラオ共和国へ供与した 40m 型巡視船「PSS KEDAM」（引渡日：2018 年 12
月 21 日）は、就役 1 年目であるため初期故障が複数箇所発生した。2018 年に 9 月には左舷減速

機不具合修理のためのエンジニアを派遣。2019 年 2 月には、引き渡し後のメーカー保証期間が終

了するため建造事業者及びコンサルタントとともに最終検査を実施した。また、同年同月にはエ

ンジニアを派遣し、主機関の年次整備を行った。 
 
◆ 不具合対応①     
                                            

 
 2018 年 8 月 23 日、左舷減速機の遠隔操縦が不可となる事象が発生した。KEDAM 乗組員はこ

の種のトラブル対応に不慣れであったため、主機関メーカー（MTU）日本代理店は海上保安アド

バイザーを通じ、原因究明を行った。原因特定の上、必要な部品及び工具を調達し、同年 9 月 26
日に日本からエンジニアを派遣し修理を実施した。初期不良であったため、メーカー保証のもと

不具合対応が行われた。 
 
■ 実施時期：2018 年 9 月 26 日（水） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：左舷減速機不具合対応 
■ 所  見：主機関等動力系統の故障対応は KEDAM 乗組員にとって不慣れであるため対応に

時間がかかった。今後は海上保安アドバイザーに頼らず、KEDAM 乗組員が独力で

対応できるよう指導する必要がある。 
 
◆ 不具合対応②     
                                            

 
 2018 年 6 月に、乗組員から右舷主機のプライミングポンプのフタが開かなくなったとの報告が

あった。強引に開けようとしたところポンプが損傷したため、新規部品を調達しパラオへ発送。

乗組員で取り付けを行おうとしたところ、主機側のネジ山が緩んでいることが発覚した。現地乗

組員での対応は不可能なため、フィリピン所在の MTU 代理店 GEN DIESEL から技術者を派遣

し不具合対応を行った。プライミングポンプのフタが開かなかったことについては初期不良のた

め、前回同様メーカー保証のもと不具合対応が行われた。 
 
■ 実施時期：2018 年 9 月 29 日（土）～10 月 2 日（火） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：右舷主機プライミングポンプ不具合対応 
■ 所  見：GEN DIESEL からの技師派遣により不具合は解消された。プライミングポンプの
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フタが開かなかった原因については不明であるが、乗組員には、今後このようなこ

とがあっても強引な作業は行わないよう指示した。 
 
◆ 海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）招聘訓練 
                                            

 
 人材育成支援の一環として、笹川平和財団の支援を得て海上保安庁モバイル・コーポレーショ

ン・チームをパラオへ派遣し、KEDAM 乗組員に対し逮捕術等の研修を行った。実施期間中には

薗浦内閣総理補佐官による視察も行われ、現地の新聞にも訓練の様子が大きく掲載されるなど、

パラオ国内でも大きな注目を集めた。 
 
■ 実施時期：2019 年 1 月 14 日（月）～1 月 17 日（木） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁及び庁舎 
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※詳細は、P.16 からの海上保安アドバイザー業務参照 
 
◆ メーカー保証期間終了に伴う最終検査（船体部） 
                                            

 
 建造から 1 年間と取り決められていた造船所の保証期間終了に伴い、最終検査を実施。コンサ
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員により修理が行われ、今後も対応が必要な箇所に関しては、造船所の保証のもと引き続き修理

対応がなされる予定である。 
 
■ 実施時期：2019 年 2 月 4 日（月）～2 月 7 日（木） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：メーカー保証期間終了に伴う最終検査（船体部） 
■ 所  見：海水配管の数カ所にピンホールが発生する他は、特段大きな不具合は見られなかっ

た。現地業者に依頼し、ピンホールは溶接により修理が施された。乗組員も積極的

に修理作業にあたり、自分たちの船であるという自覚が見られた。 
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機不具合修理のためのエンジニアを派遣。2019 年 2 月には、引き渡し後のメーカー保証期間が終
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 2018 年 8 月 23 日、左舷減速機の遠隔操縦が不可となる事象が発生した。KEDAM 乗組員はこ

の種のトラブル対応に不慣れであったため、主機関メーカー（MTU）日本代理店は海上保安アド

バイザーを通じ、原因究明を行った。原因特定の上、必要な部品及び工具を調達し、同年 9 月 26
日に日本からエンジニアを派遣し修理を実施した。初期不良であったため、メーカー保証のもと

不具合対応が行われた。 
 
■ 実施時期：2018 年 9 月 26 日（水） 
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■ 所  見：主機関等動力系統の故障対応は KEDAM 乗組員にとって不慣れであるため対応に

時間がかかった。今後は海上保安アドバイザーに頼らず、KEDAM 乗組員が独力で

対応できるよう指導する必要がある。 
 
◆ 不具合対応②     
                                            

 
 2018 年 6 月に、乗組員から右舷主機のプライミングポンプのフタが開かなくなったとの報告が

あった。強引に開けようとしたところポンプが損傷したため、新規部品を調達しパラオへ発送。

乗組員で取り付けを行おうとしたところ、主機側のネジ山が緩んでいることが発覚した。現地乗

組員での対応は不可能なため、フィリピン所在の MTU 代理店 GEN DIESEL から技術者を派遣

し不具合対応を行った。プライミングポンプのフタが開かなかったことについては初期不良のた

め、前回同様メーカー保証のもと不具合対応が行われた。 
 
■ 実施時期：2018 年 9 月 29 日（土）～10 月 2 日（火） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：右舷主機プライミングポンプ不具合対応 
■ 所  見：GEN DIESEL からの技師派遣により不具合は解消された。プライミングポンプの
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◆ 主機関年次整備 
                                            

 
 稼働から 1 年が経過し主機関の年次整備の時期を迎えたため、主機関メーカーである MTU の

エンジニアを派遣し整備を実施した。エンジニアはパラオを管轄するフィリピンの MTU 代理店

から 2 名が派遣され、現時点で確認されている不具合及び、その他必要な整備作業を行った。 
 
■ 実施時期：2019 年 2 月 15 日（土）～2 月 22 日（金） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：巡視船納入 1 年後の主機関年次整備 
■ 所  見：本整備では、燃料油トリートメントシステム点検・整備、エンジンオイルフィルタ

ーの交換、バルブクリアランスの調整等が実施された。事前に不具合として確認さ

れていた右舷機燃料油温度高警報及び、クーラント圧力警報が作動する問題はエン

ジニアの対応により解消されたが、新たに燃料圧力警報が作動する問題が起き、エ

ンジニアにより調査が行われたが原因究明には至らなかった。今後、運航を継続す

るか否かは DMLE 内で検討する必要がある。また、不具合解消のため再度エンジ

ニアを派遣する必要がある。 
 

  
主機関の整備開始 

  
KEDAM のチーフエンジニアも立ち会っての作業 Remengesau局長代理も参加しての動作確認

 

最終検査の様子 

  

乗組員と不具合箇所を確認 錆による海水配管のピンホールを確認 

  

乗組員も積極的に修理作業にあたる 海水配管のピンホールを溶接 

  

連日の作業 補償期間終了文書に署名 
 
  



14 15

Ⅱ 

２
０
１
８
年
度
の
事
業
の
概
要

◆ 主機関年次整備 
                                            

 
 稼働から 1 年が経過し主機関の年次整備の時期を迎えたため、主機関メーカーである MTU の

エンジニアを派遣し整備を実施した。エンジニアはパラオを管轄するフィリピンの MTU 代理店

から 2 名が派遣され、現時点で確認されている不具合及び、その他必要な整備作業を行った。 
 
■ 実施時期：2019 年 2 月 15 日（土）～2 月 22 日（金） 
■ 実施場所：パラオ共和国、DMLE 岸壁 
■ 実施内容：巡視船納入 1 年後の主機関年次整備 
■ 所  見：本整備では、燃料油トリートメントシステム点検・整備、エンジンオイルフィルタ

ーの交換、バルブクリアランスの調整等が実施された。事前に不具合として確認さ

れていた右舷機燃料油温度高警報及び、クーラント圧力警報が作動する問題はエン

ジニアの対応により解消されたが、新たに燃料圧力警報が作動する問題が起き、エ

ンジニアにより調査が行われたが原因究明には至らなかった。今後、運航を継続す
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都度、助言を行うことにより解消に努めた。 
巡視船の運航については、操船指揮を担当する者は、付近海域の特性を十分理解しており、

また、船舶輻そう海域も存在しないことから問題は見受けられなかった。一方、他の乗組員

の中には海上経験が十分でない者も含まれており、こうした者の船務能力向上が今後の課

題である。 
また、船内外作業時の安全意識の向上が必要であると思われる。 

 業務能力について、法執行の面では、過去 20 年にわたるオーストラリアの支援により、

DMLE としての能力・ノウハウを確立してきていることが伺えたが、救難等その他の面で

は未知数であり、こうした面からも、来年度以降も同乗を継続していくことが必要である。 
  
 海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）招聘訓練（笹川平和財団事業） 

 海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）は、2017 年 10 月に発足した

海上保安能力向上支援の専従部門である。これまで、主に東南アジア諸国およびジブチ等へ

の派遣実績を有しているが、パラオへは 2019 年 1 月に初派遣となった。 
 MCT による訓練は、より高度かつ専門的な内容を教授するために行うものであるが、そ

の訓練メニューの選択にあたっては、DMLE 職員のニーズを反映させることが重要である。

そして、普段のアドバイザー業務が、このニーズの把握に役立つことになる。 
 今年度の訓練種目は、すでに一定の能力・ノウハウを有していることが判明した分野以外

から、DMLE 側のニーズおよび要望を最大限考慮して、逮捕術等を中心とした。 
 また、今回の招聘訓練は、パラオ訪問中の薗浦健太郎内閣総理大臣補佐官に視察いただき

好評を得た。 
 来年度以降も、できるだけ定期的に MCT 招聘訓練の機会を設け、継続的に DMLE 職員

の能力向上を図っていく必要がある。 
 

 PSS KEDAM ほか供与物の不具合対応 
 本事業における供与物である PSS KEDAM、小型パトロール艇 3 隻、DMLE 庁舎および

桟橋は、日本の事業者により製造、建設されたものであり、そこに使用されている機器類も、

その多くは日本製であるが、普段の使用において、それが支障になっていることはない。 
これら供与物に関する不具合は、ごく小規模なものを含めれば、日常的に発生しているも

のであり、そのほとんどは DMLE 職員自身の手によって解消されている。 
しかしながら、DMLE 職員だけでは対応しきれない場合、供与物の製造元である日本の

事業者との緊密なやり取りの中で原因を特定し、不具合の解消につなげていくことになる。 
DMLE 職員には、メール等による継続的な情報交換が、多少不得手な部分が見受けられ、

事業者との間でのやり取りが成立しにくいことが、不具合解消の遅れを招いている。 
また、アドバイザーが現地等で仲介した方が、より機微な情報交換ができ、不具合解消を早

められる場合がある。 
以上のことから、DMLE 側の自主性を尊重しつつ、アドバイザーとして職員に事業者へ

の回答を促したり、時には自ら先頭に立って現場で作業したりする等の形で不具合対応を

パラオ共和国（海上保安アドバイザー業務）
 
 2017 年 12 月にパラオ共和国へ 40m 型巡視船を供与したことに併せ、2018 年 4 月からはパラ

オ海上警察に海上保安アドバイザーを派遣している。日本からのアドバイザー派遣は、巡視船の

運航技術面において、海上保安能力向上支援の一環として大きな役割を担っている。 
 
◆ 海上保安アドバイザー派遣開始      
                                            

 
 今年度から、海上保安庁から当協会への出向者を、海上保安アドバイザー（以下、「アドバイザ

ー」という）としてパラオに不定期で派遣している。 
1 回の派遣期間は、予定している業務の内容や、各種行事への参加の必要にあわせてフレキシ

ブルに変更し、今年度は最長で約 40 日間、最短で約 2 週間であった。今年度の派遣は 2018 年 4
月を初回として計 7 回実施し、パラオでの合計滞在日数は約 170 日間であった。 

このアドバイザー派遣は、これまで日本財団が当協会を通じて供与してきた「物」の支援に加

えて、「人」の支援を通じてパラオ海上警察（以下、「DMLE」という）の海上保安能力の向上を

図ろうとする取り組みであり、本事業における他の二カ国への支援と比較して、パラオへの支援

内容を特徴づけるものとなっている。 
4 月のアドバイザー着任時には、DMLE において「紹介式」が開催され、これに関する記事が

地元紙「Island Times」に掲載された（本報告書 169 ページ参照） 
 
◆ アドバイザーの業務内容      
                                            

 
 今年度のアドバイザー業務は、主に下記の 4 項目であった。 
 PSS KEDAM への同乗 
 海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）招聘訓練 
 PSS KEDAM ほか供与物の不具合対応 
 その他（ドック調査、MTU 研修調査） 
 
以下に、それぞれの業務の内容を簡単に記す。 

 
 PSS KEDAM への同乗 

 PSS KEDAM へのアドバイザー同乗については、DMLE 職員の巡視船運航能力および法

執行等の業務能力を見極め、本事業による効果的な能力向上支援につなげるとともに、アド

バイザーによる事案即応的な助言を行うことを目的として実施している。 
当初、DMLE 職員がこれまで乗船してきた PSS H.I. Remeliik（オーストラリア供与艇）

とは異なるPSS KEDAMの日本仕様の設備に対する不慣れの部分が、多少見受けられたが、
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《1 回目》 
・期間 2018 年 4 月 18 日（水）～4 月 23 日（月） 
・総航程 約 960 マイル（約 1,778 キロメートル） 
・行動目的 南西諸島海域しょう戒、患者輸送 
・航海概要 
  4 月 18 日（水）PM コロール基地出港、しょう戒開始 
  4 月 19 日（木）AM～PM 台湾漁船立入検査 
  4 月 20 日（金）AM～21 日（土）PM ヘレン環礁内錨泊 
  4 月 21 日（土）PM トビ島沖航過    

4 月 22 日（日）AM プロアナ島沖航過 
            ソンソロル島沖錨泊、患者等乗船、抜錨 
          PM フィリピン漁船等立入検査 
  4 月 23 日（月）AM しょう戒終了、コロール基地入港、患者等下船 
 台湾漁船 3 隻、フィリピン漁船島 2 隻への立入検査の結果、違反等を認めず。 
 プロアナ、ソンソロル各島にて託送品受け渡し実施。 
 ソンソロル島で乗船の患者は妊婦であり、コロール入港後、病院に搬送された。なお、

この搬送業務に関する記事が地元紙「Island Times」に掲載された（本報告書 170 ページ

参照）ほか、パラオ大統領府の SNS でも紹介された。 
 この同乗に関する記事が「海上保安新聞」に掲載された（本報告書 176 ページ参照）。 
 

 

4/18 基地出港 

4/19 台湾漁船
立入検査 

4/20～21 
ヘレン環礁錨泊 

4/21 トビ島沖 
航過 

4/22 プロアナ
島沖航過 

航過 

4/22 ソンソロル島
沖錨泊 
航過 

4/22 フィリピン 
漁船等立入検査 

航過 

4/23 基地入港 

航跡図（航海日誌等を参考に作成） 

行った。 
来年度以降は、PSS KEDAM および同時期に供与した庁舎、桟橋の瑕疵担保期間が順次

終了し、不具合発生時の対応事業者が変更となるものがあるので、それに関しては、DMLE
と対応事業者の間の新たな関係構築を、アドバイザーが手助けする必要がある。 
いずれにしても、最終的には DMLE 職員自らの力で、事業者等と連絡を取り合いながら

不具合を解決できる状態にできるよう、引き続き、アドバイザーとして助言等の取り組みが

必要である。 
 

 その他（造船所調査、MTU 社研修調査） 
 造船所調査については、PSS KEDAM が来年度中に初めての上架修理を予定しているこ

とから、適切な造船所を選定するために、当協会本部職員とともにアドバイザーがフィリピ

ン共和国を訪問した。アドバイザーの経験を基に、造船所の施設および設備等が適切かを実

際に確認した（本報告書 106 ページ参照）。 
 MTU 社研修調査については、PSS KEDAM の主機関メーカーMTU 社が実施している研

修についての調査であり、MTU Asia Pte Ltd.があるシンガポール共和国を訪問した。PSS 
KEDAM の機関科職員向けに実施を予定しているもので、アドバイザーの経験を基に、研

修施設および内容が適切かを確認した（本報告書 110 ページ参照）。 
 
◆ 来年度以降の展望      
                                            

 
 今年度は、アドバイザー派遣初年度であり、上記 4 項目の取り組みについても手探り状態の部

分が多々あったが、来年度以降も、これら取り組みを引き続き実施しつつ、必要に応じて、これ

を強化していくことが重要である。 
 例えば、他の太平洋島嶼国との合同サーベイランス時の PSS KEDAM への同乗、MCT 招聘訓

練の複数回実施、不具合対応における連絡マニュアル作成等が考えられる。 
むろん、実現のためには DMLE や海上保安庁等、他機関との調整が必要なものもあり、必ずし

もすべて実現可能とは限らないが、上記 4 項目の取り組みを基本としつつ、その中身をより充実・

強化することで、DMLE の海上保安能力強化を図っていく方針に変わりはない。 
また、来年度は PSS KEDAM にとって初めての上架修理が予定されている。その意味でも、ア

ドバイザーに求められる役割は、さらに多岐にわたることになるが、アドバイザーを含む当協会

および関係者間で、より緊密に連携しつつ対応していく。 
 
◆ （資料）2018 年度アドバイザー業務の詳細      
                                            
 
 PSS KEDAM への同乗 

今年度の PSS KEDAM 同乗は 3 回実施し、詳細は下記のとおりである。 
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行った。 
来年度以降は、PSS KEDAM および同時期に供与した庁舎、桟橋の瑕疵担保期間が順次
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◆ 来年度以降の展望      
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◆ （資料）2018 年度アドバイザー業務の詳細      
                                            
 
 PSS KEDAM への同乗 

今年度の PSS KEDAM 同乗は 3 回実施し、詳細は下記のとおりである。 
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ソンソロル島 ソンソロル島（患者と家族）

  

フィリピン籍漁獲物運搬船 漁獲物運搬船立入検査 

 
《2 回目》 
・期間 2018 年 6 月 14 日（木）～6 月 16 日（土） 
・総航程 約 460 マイル（約 860 キロメートル） 
・行動目的 南西諸島海域しょう戒、省庁間協力 
・航海概要 
  6 月 14 日（木）PM コロール基地出港、しょう戒開始 
  6 月 15 日（金）AM プロアナ島沖航過、便乗者乗下船 
          PM メリル島沖到達、ソンソロル州知事ほか下船 
  6 月 16 日（土）AM しょう戒終了、コロール基地入港 
 しょう戒の結果、特異事象を認めず。 
 省庁間協力により、住民に対して、定期便がないコロール－プロアナ島間の移動の便宜

を供与した。 
 同じく省庁間協力により、ソンソロル州知事に対して、定期便がないメリル島への移動

の便宜を供与した。なお、同知事は今回に先立ち、民間船での移動を計画したが、海上

荒天のため断念した経緯がある。 

  

台湾漁船立入検査（船長聞き取り） 台湾漁船立入検査（乗組員聞き取り）

 

  

漁獲物検査 漁具検査

 

  

ヘレン環礁内（ヘレン島） プロアナ島（島民への物資引き渡し） 
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《3 回目》 
・期間 2018 年 11 月 15 日（木）～11 月 21 日（水） 
・総航程 約 1,060 マイル（約 1,963 キロメートル） 
・行動目的 南西諸島海域しょう戒、行方不明者捜索 
・航海概要 
  11 月 15 日（木）PM 基地出港、しょう戒開始 
     16 日（金）AM～17 日（土）PM 操業漁船監視等 
     18 日（日）AM～20 日（火）AM ヘレン環礁内錨泊（荒天避泊） 
  11 月 21 日（水）AM～PM 行方不明ダイバー捜索 

PM しょう戒終了、基地入港 
 しょう戒の結果、特異事象を認めず。 
 操業漁船監視中、那覇船籍の漁船から無線にてコンタクトがあり「今年は海上警察のパ

トロールの頻度が上がって、違法操業と思われる漁船がいなくなり、漁が行いやすくな

った」との情報が寄せられた。 
 ヘレン環礁での錨泊は、海上荒天により 1 日延長した。 
 行方不明ダイバー捜索については手がかりなし。 
 この同乗に関する記事が「海上保安新聞」に掲載された（本報告書 176 ページ参照）。 
 

 

 

11/15 基地出港 

11/21 基地入港 11/21 行方不明 
ダイバー捜索 

11/18～20 
ヘレン環礁錨泊 

11/16～17 
操業漁船監視 

航跡図（航海日誌等を参考に作成） 

 

  

プロアナ島からの便乗者 便乗者等移

  
ソンソロル州知事 Miles女史 メリル島への移送（搭載艇使用）

6/15 プロアナ島 
便乗者乗下船 

6/14 基地出港 6/16 基地入港 

6/15 メリル島 
ソンソロル州知事ほか下船 

航跡図（航海日誌等を参考に作成） 
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 17 日（木）海保業務紹介では、ビデオ映像の視聴を中心に実施した。 
 17 日（木）安全管理研修は、危険予知トレーニングの形式で実施した。 
 この訓練に関する記事が地元紙「Tia Belau」（本報告書 174 ページ）「Island Times」

（同 173 ページ）に加えて「海上保安新聞」に掲載された（同 177 ページ参照）。 
 

  
薗浦総理補佐官の視察 逮捕術訓練 

 

  
逮捕術訓練 海上保安庁業務紹介 

 

  
安全管理研修 中段突きの構えで記念撮影 

 
 PSS KEDAM ほか供与物の不具合対応 

今年度、アドバイザーが一定の関与をした主な不具合と内容は、下記のとおりである。 
 

《PSS KEDAM に関するもの》 
 ジャイロコンパス（2018 年 4 月） 

 原因究明のためのエラー情報調査 

  

漁船監視中の電子海図表示 ヘレン環礁錨泊中の PSS KEDAM 

  

行方不明ダイバー捜索 

 
 海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）招聘訓練（笹川平和財団事業） 

今年度の海上保安庁 MCT 招聘訓練は 1 回実施し、詳細は下記のとおりである。 
 

・期間 2019 年 1 月 14 日（月）～17 日（木） 
・訓練内容 複合型ゴムボート操船、身体捜検、逮捕術 
・概要     

1 月 14 日（月）PM 複合型ゴムボート操船、身体捜検、逮捕術 
  1 月 15 日（火）AM 同上 
          PM 同上（薗浦内閣総理大臣補佐官視察） 
  1 月 16 日（水）PM 逮捕術 
  1 月 17 日（木）PM 海保業務紹介、安全管理研修、逮捕術 
 薗浦補佐官のパラオ訪問に合わせて、海保 MCT による訓練（複合型ゴムボート操船、

身体捜検、逮捕術）の状況を視察いただいた。 
 薗浦総理補佐官は SNS 上で「迫力満点です」と絶賛された。 
 16 日（水）17 日（木）両日の逮捕術訓練は、基本技を中心に訓練を実施した。 
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 右舷発電機、PA システム、HF 無線機、暗視装置（2018 年 6、7 月） 
 不具合の詳細調査、原因究明のための配線状況の調査 

 左舷主機関（遠隔操縦関係）（2018 年 8、9 月） 
原因究明のためのエラー情報の収集、抵抗値等の測定、不具合発生状況の詳細情報

の調査・提供、機器配線状況の調査 
 右舷主機関（プライミングポンプ関係）（2018 年 9、10 月） 

 損傷状況調査、交換部品手配のための諸元調査 
 後部トランペットスピーカー（2018 年 10、11 月） 

 DMLE 職員と事業者間の情報交換の補助・促進 
 右舷主機関（温度センサー関係）（2018 年 12 月、2019 年 1 月） 

DMLE 職員と事業者間の情報交換の補助・促進 
 

《小型パトロール艇 BUL に関するもの》 
 主機（オルタネータ関係）（2018 年 4 月） 

 不具合の詳細調査、開放点検（補助） 
 主機（トランスミッション関係）（2018 年 6 月） 

 不具合の詳細調査、開放点検（補助） 
 

《小型パトロール艇 KABEKEL M’TAL に関するもの》 
 エアコン（2018 年 8 月） 

 不具合の詳細調査 
 

 

ミクロネシア連邦
 
◆ 定期整備及び整備指導（小型パトロール艇） 
                                             

 
 ミクロネシア連邦に供与した小型パトロール艇は、2015 年 7 月末と同年 12 月と二度にわたる

座礁事故を起こしその都度修理を実施。今年度は 2016 年度以来となる、納入から 6 年後の定期

整備を行った。 
 
■ 船  名：「FSS Unity」（引渡日：2012 年 6 月 20 日） 
■ 実施時期：2018 年 5 月 25 日（金）～5 月 31 日（木） 
■ 実施場所：ミクロネシア連邦、Maritime Wing 
■ 所  見：2 度の事故により稼動時間は少ないものの、経年による傷みがところどころ見受け

られ、今年度内に実施する整備研修に併せ改修が必要である。 
■ 内  容：小型パトロール艇納入 6 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：作業工程の確認、作業の準備、実際の作業、清掃・片付け等、現地スタッフが各自

意欲的に取り組んでいた。新しく加わった職員には、今後機関に関する基礎知識の

指導が必要。海上運転では各部性能・機能においても良好な結果であった。 

  
上架 舵の研磨作業 

  
船底塗装 試運転 



26 27

Ⅱ 

２
０
１
８
年
度
の
事
業
の
概
要

 右舷発電機、PA システム、HF 無線機、暗視装置（2018 年 6、7 月） 
 不具合の詳細調査、原因究明のための配線状況の調査 

 左舷主機関（遠隔操縦関係）（2018 年 8、9 月） 
原因究明のためのエラー情報の収集、抵抗値等の測定、不具合発生状況の詳細情報

の調査・提供、機器配線状況の調査 
 右舷主機関（プライミングポンプ関係）（2018 年 9、10 月） 

 損傷状況調査、交換部品手配のための諸元調査 
 後部トランペットスピーカー（2018 年 10、11 月） 

 DMLE 職員と事業者間の情報交換の補助・促進 
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《小型パトロール艇 BUL に関するもの》 
 主機（オルタネータ関係）（2018 年 4 月） 

 不具合の詳細調査、開放点検（補助） 
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《小型パトロール艇 KABEKEL M’TAL に関するもの》 
 エアコン（2018 年 8 月） 

 不具合の詳細調査 
 

 

ミクロネシア連邦
 
◆ 定期整備及び整備指導（小型パトロール艇） 
                                             

 
 ミクロネシア連邦に供与した小型パトロール艇は、2015 年 7 月末と同年 12 月と二度にわたる

座礁事故を起こしその都度修理を実施。今年度は 2016 年度以来となる、納入から 6 年後の定期

整備を行った。 
 
■ 船  名：「FSS Unity」（引渡日：2012 年 6 月 20 日） 
■ 実施時期：2018 年 5 月 25 日（金）～5 月 31 日（木） 
■ 実施場所：ミクロネシア連邦、Maritime Wing 
■ 所  見：2 度の事故により稼動時間は少ないものの、経年による傷みがところどころ見受け

られ、今年度内に実施する整備研修に併せ改修が必要である。 
■ 内  容：小型パトロール艇納入 6 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：作業工程の確認、作業の準備、実際の作業、清掃・片付け等、現地スタッフが各自

意欲的に取り組んでいた。新しく加わった職員には、今後機関に関する基礎知識の

指導が必要。海上運転では各部性能・機能においても良好な結果であった。 

  
上架 舵の研磨作業 

  
船底塗装 試運転 
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◆ 専門家派遣研修（小型パトロール艇） 
                                             

 
■ 船  名：「FSS Unity」（引渡日：2012 年 6 月 20 日） 
■ 実施時期：2019 年 2 月 19 日（火）～2 月 22 日（金） 
■ 実施場所：ミクロネシア連邦、Maritime Wing 
■ 所  見：昨年の整備研修に比べ参加人数も約 10 名と多く、参加者はみな積極的に研修に取

り組んでいた。ヤンマー技師からも乗組員の参加意欲に対して高評価があった。テ

キストを使用した座学も質問に対して積極的に答える等、知識や技術を吸収しよう

という姿が見られ、意義が感じられる充実した研修となった。Unity への支援は残

すところあと数年となっており、それまでに乗組員だけで整備を確実に実施できる

よう育成をしていくことが今後の中心課題である。 
       今回の研修では Unity にのみ付いていなかったオーニングの取り付けも行った。

日陰ができ、作業も快適に行えるようになった。 
 また、ヤンマー技師と入れ違いとなったが、パラオに引き続きバッテリー交換等の

ため古野電気の技師派遣も行った。 
■ 研修内容：機関一般に関するチェックポイントの指導等を含む、主機関のメンテナンス講習 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：報告待ち 

  
取り付けられた真新しいオーニング ヤンマー技師指導のもと作業を行う乗組員

  
ヤンマー技師指導のもと作業を行う乗組員              Peter司令官自らの操船で動作確認 

マーシャル諸島共和国
 
◆ 定期整備及び整備指導（小型パトロール艇）①                          
                                             

 
■ 船  名：「RMIS TARLAN04」（引渡日：2015 年 12 月 2 日） 
■ 実施時期：2018 年 7 月 19 日（木）～7 月 30 日（月） 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、ウリガドック（イバイからマジュロへ回航して実施） 
■ 所  見：これまでに供与した 6 隻中、最も過酷な気象・海象条件で使用されているため、日

本では想像できない不具合が起きている。今後は何らかの対策が必要だと思われる。 
■ 指導内容：小型パトロール艇納入 3 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：今回の整備ではバウスラスター及びワイパーの作動不良等、いくつかの不具合が発

覚。順次対応をしていく必要がある。TARLAN04 乗組員及びマジュロの職員は、

個々の作業を理解し行動に移すことができていた。TARLAN04 乗組員からはイバ

イに戻ってから不具合等が発生した場合の対処方法についての質問もあり、乗組員

だけでも対処しようという意欲も見て取れた。海上試運転では、工場運転データと

比べた結果、吸気圧力が低くインタークーラーの汚れが取りきれていないと思われ

るため、次回薬品洗浄を推奨。 
 

 
乗組員との打合せ                                        上架後 

   

船体のダメージを FRP で補修               波による強い振動によりパトロール中にボルトが紛失 
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本では想像できない不具合が起きている。今後は何らかの対策が必要だと思われる。 
■ 指導内容：小型パトロール艇納入 3 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：今回の整備ではバウスラスター及びワイパーの作動不良等、いくつかの不具合が発

覚。順次対応をしていく必要がある。TARLAN04 乗組員及びマジュロの職員は、

個々の作業を理解し行動に移すことができていた。TARLAN04 乗組員からはイバ

イに戻ってから不具合等が発生した場合の対処方法についての質問もあり、乗組員

だけでも対処しようという意欲も見て取れた。海上試運転では、工場運転データと

比べた結果、吸気圧力が低くインタークーラーの汚れが取りきれていないと思われ

るため、次回薬品洗浄を推奨。 
 

 
乗組員との打合せ                                        上架後 

   

船体のダメージを FRP で補修               波による強い振動によりパトロール中にボルトが紛失 
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◆ 定期整備及び整備指導（小型パトロール艇）②                            
                                             

 
■ 船  名：「RMIS LOMORⅡ」（引渡日：2012 年 11 月 21 日） 
■ 実施時期：2018 年 10 月 22 日（月）～11 月 2 日（金） 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、ウリガドック 
■ 所  見：ミクロ 3 国にこれまでに供与した 6 隻のうち、最も稼動が多い艇であるため、船体

の至るところに不具合が出つつあるものの、整備後の駆動系は良好で試運転でも

30kt をオーバーした。部品の調達に時間がかかったため、摘み残しの不具合はあ

るが、来年初めに予定している船体塗装の際に、乗組員により修理される予定。  
■ 指導内容：小型パトロール艇納入 6 年後の定期整備内容全般 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：整備及び修繕工事において、現地乗組員に助けられる場面がいくつもあった。FRP

の補修などは、個人差はあるものの技術力のあるスタッフもいた。今後の定期整備

や研修では、現地乗組員全員が技術や知識を身につけてくれることを期待する。海

上試運転の結果は、各部性能・機能においても良好であった。 
 

  
朝のミーティング 上架作業 

  
ヤンマー技師指導の下、作業にあたる乗組員 結果良好な海上試運転 

◆ 専門家派遣研修（小型パトロール艇）                            
                                             

 
■ 船  名：「RMIS TARLAN04」（引渡日：2015 年 12 月 2 日） 
■ 実施時期：2018 年 7 月 23 日（月）～7 月 25 日（水）※定期整備と併せて実施 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、ウリガドック 
■ 所  見：乗組員も熱心に取り組んでいるように見受けられた。6 隻の中で最も過酷な気象・

海象条件のもとで使用されていると見られ、フライングブリッジの支柱の取り付け

ネジが跳んで無くなる、オーニングの支柱にクラックが入るなど、およそ日本では

考えられない不具合が起きている。今後は何らかの対策が必要と思われる。 
■ 研修内容：機関一般に関するチェックポイントの指導等を含む、主機関のメンテナンス講習。 
■ 指 導 者：ヤンマー技師 沖原孝夫氏 
■ 技師所見：乗組員に対し、座学にてエンジンを使用する上で必要な機関一般についての日常、

ウィークリー、マンスリーにおけるチェックポイントを指導。海水ポンプの分解組

み立て講習、冷却清水クーラー、空気冷却器の掃除を実施。乗組員は積極的に解放

組み立てを実施していた。今後のメンテナンス方法は、その都度考えてベストな方

法を採用する必要がある。 

 

研修風景 インタークーラーコアの微調整 

  
海水ポンプの組み立て フィルター類の取り付け 
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◆ 不具合調査及び対応（小型パトロール艇）                            
                                             

 
2018 年 4 月に LOMORⅡから不具合が報告された。内容としては、回転数を上げても船速が 4

～5 ノットしか出なくなり、現地にて減速機のサクションフィルターの点検を行ったところ、摩

擦板カーボンが剥離した鉄粉が付着していたというものであった。そのため、6 月にヤンマーの

技師を派遣し、不具合の調査及び対応を行った。 
 
■ 船  名：「RMIS LOMORⅡ」（引渡日：2012 年 11 月 21 日） 
■ 実施時期：2018 年 6 月 4 日（月）～6 月 8 日（金） 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、ウリガドック 
■ 調査内容：減速機の不具合調査 
■ 技  師：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：入力軸を開放し確認したところ、摩擦板とスチールプレートが焼損しており、摩擦

板カーボンの剥離及びスチールプレートの変色が見られた。また、入力軸のストカ

ラーに変色・剥離が見られた。原因としては、減速機の嵌入速度が遅い状態（半ク

ラッチ状態の時間が長い）で、前後進を頻繁に繰り返したり減速機が完全に嵌入す

るまでの間に機関の回転数を上昇したりするような操船を行ったため、減速機の摩

擦板とスチールプレートの擦れる時間が通常よりも長くなり、熱を持ち焼損に至っ

たということが推測される。 
 今回は入力軸スラストカラーを修正処理し、入力軸及びサポート軸は日本で整備し

たものと交換。その他パッキン等の消耗品を新替。 
 修理後は約 10 時間の運転を行い、サクションフィルターに摩擦板・スチールプレ

ートの剥離片が見られないことを確認した。 
 今後の対応としては、次回訪船時に減速機の嵌入速度の調整工事の実施が必要。今

回はスラストカラーのダメージは修正して再使用しているため、いずれ交換工事を

実施することを推奨する。 
  

 

入力軸摩擦板・スチールプレートの焼損 スラストカラーの損傷

◆ 船体塗装（小型パトロール艇）                            
                                             

 
 納入から 6 年目を迎えた「RMIS LOMORⅡ」の船体は、日焼けによるシミや取締り時の接触

による傷・剥がれなどが多数見られるため、船体部分の塗装を実施した。他艇に比べ使用頻度が

極めて高いことがダメージの多い原因であり、そのダメージは船体部分だけではなく備品にも多

く見られる。そのため塗装期間に合わせ、操縦席、フライングブリッジの椅子、防舷材等の新替

えも行った。塗装作業は地元の業者である MJCC に依頼をした。また、船体塗装の終了を見計ら

い、衛星通信用バッテリー交換及びソフトウェア点検等のため、古野電気の技師派遣も実施した。   
作業は 1 月の中旬頃から始まり、2 月の後半に終了予定。 

 
■ 船  名：「RMIS LOMORⅡ」（引渡日：2012 年 11 月 21 日） 
■ 実施時期：2019 年 1 月 18 日（金）～2 月後半作業終了予定 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、デラップドック 
 

  
船名やロゴを除去し、塗装準備

  
錆止めの塗布が完了 
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2018 年 4 月に LOMORⅡから不具合が報告された。内容としては、回転数を上げても船速が 4

～5 ノットしか出なくなり、現地にて減速機のサクションフィルターの点検を行ったところ、摩

擦板カーボンが剥離した鉄粉が付着していたというものであった。そのため、6 月にヤンマーの

技師を派遣し、不具合の調査及び対応を行った。 
 
■ 船  名：「RMIS LOMORⅡ」（引渡日：2012 年 11 月 21 日） 
■ 実施時期：2018 年 6 月 4 日（月）～6 月 8 日（金） 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、ウリガドック 
■ 調査内容：減速機の不具合調査 
■ 技  師：ヤンマー技師 宮本慶章氏、志田颯氏 
■ 技師所見：入力軸を開放し確認したところ、摩擦板とスチールプレートが焼損しており、摩擦

板カーボンの剥離及びスチールプレートの変色が見られた。また、入力軸のストカ

ラーに変色・剥離が見られた。原因としては、減速機の嵌入速度が遅い状態（半ク

ラッチ状態の時間が長い）で、前後進を頻繁に繰り返したり減速機が完全に嵌入す

るまでの間に機関の回転数を上昇したりするような操船を行ったため、減速機の摩

擦板とスチールプレートの擦れる時間が通常よりも長くなり、熱を持ち焼損に至っ

たということが推測される。 
 今回は入力軸スラストカラーを修正処理し、入力軸及びサポート軸は日本で整備し

たものと交換。その他パッキン等の消耗品を新替。 
 修理後は約 10 時間の運転を行い、サクションフィルターに摩擦板・スチールプレ

ートの剥離片が見られないことを確認した。 
 今後の対応としては、次回訪船時に減速機の嵌入速度の調整工事の実施が必要。今

回はスラストカラーのダメージは修正して再使用しているため、いずれ交換工事を

実施することを推奨する。 
  

 

入力軸摩擦板・スチールプレートの焼損 スラストカラーの損傷

◆ 船体塗装（小型パトロール艇）                            
                                             

 
 納入から 6 年目を迎えた「RMIS LOMORⅡ」の船体は、日焼けによるシミや取締り時の接触

による傷・剥がれなどが多数見られるため、船体部分の塗装を実施した。他艇に比べ使用頻度が

極めて高いことがダメージの多い原因であり、そのダメージは船体部分だけではなく備品にも多

く見られる。そのため塗装期間に合わせ、操縦席、フライングブリッジの椅子、防舷材等の新替

えも行った。塗装作業は地元の業者である MJCC に依頼をした。また、船体塗装の終了を見計ら

い、衛星通信用バッテリー交換及びソフトウェア点検等のため、古野電気の技師派遣も実施した。   
作業は 1 月の中旬頃から始まり、2 月の後半に終了予定。 

 
■ 船  名：「RMIS LOMORⅡ」（引渡日：2012 年 11 月 21 日） 
■ 実施時期：2019 年 1 月 18 日（金）～2 月後半作業終了予定 
■ 実施場所：マーシャル諸島マジュロ、デラップドック 
 

  
船名やロゴを除去し、塗装準備

  
錆止めの塗布が完了 

 



34 35

供与物の運航支援
 
各国への供与施設等が、安全で効率的に活用されるよう、2013 年から引き続き、2018 年度に

おいても、以下のとおり運用経費等の支援を行った。 
なお、これらの運用経費等の支援は各艇供与後 10 年の間継続予定である。 

 
◆ 小型パトロール艇の定期整備および整備研修 
                                             

 
2012 年度に各国に供与した小型パトロール艇が納入から 6 年、2015 年度にマーシャル・イバ

イ島に供与した 2 隻目の小型パトロール艇が 3 年、2017 年にパラオへ供与した 3 隻目の小型パ

トロール艇が 2 年目を迎える時期に「定期整備」を行った。2014 年にパラオへ供与した 2 隻目

の小型パトロール艇については不具合が原因で稼働時間が少なかったため、納入 4 年後の整備と

して不具合対応の際に基本的な点検を実施するにとどめた。 
定期整備とは、小型パトロール艇のメーカーであるヤンマーが規定する標準的な年次定期点検

項目について、日本からヤンマーの技師を派遣して、点検及び所要の整備を実施するものである。 
ヤンマーによる定期整備がとても丁寧で徹底したものであるため、6 年を経過しても、駆動系

については新船時と同様な状態となり、速力も約 30 ノットを回復することができている。 
また、小型パトロ－ル艇を適切に維持・管理・運用するためには、適正な整備実施が必須であ

る。このため、小型パトロ－ル艇の毎年の定期整備に併せて、ヤンマー技師の現地滞在を 1～2
日程度長くして、OJT 方式で現地関係職員に集中した整備研修を実施し、技能の伝達に努めてい

る。 
なお、この定期整備の業務は、同艇を納入した南洋貿易株式会社に業務委託した。 
（詳細は、「Ⅳ 参考資料」【小型パトロール艇定期整備および整備研修】参照） 
 

◆ 燃料費支援（小型パトロール艇および巡視船） 
                                             

 
各国においては、自国予算による燃料購入がかなり困難な状況である。このため、本プロジェ

クトでは、供与した小型パトロ－ル艇の運航に必要な燃料費及び、各国との合同取締りに参加す

る船艇の燃料費を支援している。 
小型パトロ－ル艇用燃料費は、パラオは 1 隻当り年間最大 300 万円、ミクロネシア連邦は 400

万円、合同取締用燃料費は、1 国当り年間最大 300 万円。ただし、マーシャル諸島に供与した 2
隻については、他国よりも活動範囲が広大であり、使用頻度も高いため、2017 年度から支援額を

1 隻当り年間最大 600 万円に引き上げた。 
また、パラオ共和国へ供与した巡視船へは年間最大 3,660 万円の燃料費を支援している。 
2018 年度の使用実績（2019 年 1 月時点まで）は以下のとおりである。 

 

 パラオ共和国（KABEKEL M’TAL、BUL、EUATEL、PSS KEDAM） 
 

2017 年 3 月に小型パトロ－ル艇 3 隻目の「EUATEL」が追加供与され、3 隻体制と

なり、外国漁船の取締り等に効果的に活用されている。3 隻体制のため、一艇あたりの

燃料使用量は多くない。また、「BUL」は不具合のため稼働時間が非常に少なかった。 
合同取締用の燃料費は 1 月現在で未使用。 
巡視船については不具合で稼動できない期間があったこともあり、今年度の限度額

3,660 万円のうち使用額は 10,417,040 円となった。 
 

 ミクロネシア連邦（FSS Unity） 
 

今年度は事故や大きな不具合もなく、ほぼ毎月燃料補給を行っているが、一回あたり

の金額は大きくない。 
合同取締用の燃料費は 1 月現在で未使用。 

 

 マーシャル諸島共和国（RMIS LOMORⅡ、RMIS TARLAN04） 
 

今年度は 1 隻目に供与した「LOMORⅡ」は稼動が多く燃料補給ペースも早いため、

1 月現在ですでに限度額 600 万円をほぼ使い切っている。2 隻目の「TARLAN04」に関

しても限度額の 3 分の 1 を残すところとなっており、艇の使用頻度の高さがうかがえる。 
2018年11月に合同取締を行っており、1月現在で合同取締用燃料費を299万円使用。 
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供与物の運航支援
 
各国への供与施設等が、安全で効率的に活用されるよう、2013 年から引き続き、2018 年度に

おいても、以下のとおり運用経費等の支援を行った。 
なお、これらの運用経費等の支援は各艇供与後 10 年の間継続予定である。 

 
◆ 小型パトロール艇の定期整備および整備研修 
                                             

 
2012 年度に各国に供与した小型パトロール艇が納入から 6 年、2015 年度にマーシャル・イバ

イ島に供与した 2 隻目の小型パトロール艇が 3 年、2017 年にパラオへ供与した 3 隻目の小型パ

トロール艇が 2 年目を迎える時期に「定期整備」を行った。2014 年にパラオへ供与した 2 隻目

の小型パトロール艇については不具合が原因で稼働時間が少なかったため、納入 4 年後の整備と

して不具合対応の際に基本的な点検を実施するにとどめた。 
定期整備とは、小型パトロール艇のメーカーであるヤンマーが規定する標準的な年次定期点検

項目について、日本からヤンマーの技師を派遣して、点検及び所要の整備を実施するものである。 
ヤンマーによる定期整備がとても丁寧で徹底したものであるため、6 年を経過しても、駆動系

については新船時と同様な状態となり、速力も約 30 ノットを回復することができている。 
また、小型パトロ－ル艇を適切に維持・管理・運用するためには、適正な整備実施が必須であ

る。このため、小型パトロ－ル艇の毎年の定期整備に併せて、ヤンマー技師の現地滞在を 1～2
日程度長くして、OJT 方式で現地関係職員に集中した整備研修を実施し、技能の伝達に努めてい

る。 
なお、この定期整備の業務は、同艇を納入した南洋貿易株式会社に業務委託した。 
（詳細は、「Ⅳ 参考資料」【小型パトロール艇定期整備および整備研修】参照） 
 

◆ 燃料費支援（小型パトロール艇および巡視船） 
                                             

 
各国においては、自国予算による燃料購入がかなり困難な状況である。このため、本プロジェ

クトでは、供与した小型パトロ－ル艇の運航に必要な燃料費及び、各国との合同取締りに参加す

る船艇の燃料費を支援している。 
小型パトロ－ル艇用燃料費は、パラオは 1 隻当り年間最大 300 万円、ミクロネシア連邦は 400

万円、合同取締用燃料費は、1 国当り年間最大 300 万円。ただし、マーシャル諸島に供与した 2
隻については、他国よりも活動範囲が広大であり、使用頻度も高いため、2017 年度から支援額を

1 隻当り年間最大 600 万円に引き上げた。 
また、パラオ共和国へ供与した巡視船へは年間最大 3,660 万円の燃料費を支援している。 
2018 年度の使用実績（2019 年 1 月時点まで）は以下のとおりである。 

 

 パラオ共和国（KABEKEL M’TAL、BUL、EUATEL、PSS KEDAM） 
 

2017 年 3 月に小型パトロ－ル艇 3 隻目の「EUATEL」が追加供与され、3 隻体制と

なり、外国漁船の取締り等に効果的に活用されている。3 隻体制のため、一艇あたりの

燃料使用量は多くない。また、「BUL」は不具合のため稼働時間が非常に少なかった。 
合同取締用の燃料費は 1 月現在で未使用。 
巡視船については不具合で稼動できない期間があったこともあり、今年度の限度額

3,660 万円のうち使用額は 10,417,040 円となった。 
 

 ミクロネシア連邦（FSS Unity） 
 

今年度は事故や大きな不具合もなく、ほぼ毎月燃料補給を行っているが、一回あたり

の金額は大きくない。 
合同取締用の燃料費は 1 月現在で未使用。 

 

 マーシャル諸島共和国（RMIS LOMORⅡ、RMIS TARLAN04） 
 

今年度は 1 隻目に供与した「LOMORⅡ」は稼動が多く燃料補給ペースも早いため、

1 月現在ですでに限度額 600 万円をほぼ使い切っている。2 隻目の「TARLAN04」に関

しても限度額の 3 分の 1 を残すところとなっており、艇の使用頻度の高さがうかがえる。 
2018年11月に合同取締を行っており、1月現在で合同取締用燃料費を299万円使用。 
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◆ 衛星通信料支援（小型パトロール艇および巡視船） 
                                             

 
遠く離れた海域で活動する小型パトロ－ル艇および巡視船と陸上基地（事務所）を結ぶ遠距

離通信は、業務遂行上必須であるため衛星通信装置を導入したが、衛星通信料は比較的高額で

あり、各国の自国予算ではそれを賄ないきれない可能性がある。このため衛星通信料について

も支援している。 
使用実績を勘案して料金プランを見直した 2016 年度以降変わらず、今年度も 1 局当り年間

157,860 円、2 局では 315,720 円とし、担当する海域が広く、使用頻度も高いイバイについて

は 1 局当り年間 171,720 円、2 局では 343,440 円とした。 
尚、2017 年 3 月にパラオへ供与した 3 隻目の小型パトロール艇については、料金体系が変

わり、1 局で年間 688,880 円となっている。 
2017 年 12 月にパラオへ供与した巡視船については、遠方で行動する期間が長く、事案発生

時には現場写真等を送付するため、データ通信が多くなることを見込み年間 1,030,800 円とし

ている。また、冗長性を持たせるため KEDAM の衛星通信手段は二方式とし、前述の衛星通信

の他、データ通信用に他方式の衛星通信も契約している（年間契約 10 万円、通信利用があっ

た場合のみ請求される）。 
衛星通信の使用量は必ずしも多いとは言えない状況が続いているが、これは衛星通信の不要

を意味するものではない。事案発生時には集中的に衛星通信が活用されており、他の無線通信

手段と使い分けている。 
また、本プロジェクトの支援の一環として、各国の HF 及び VHF の無線通信能力（無料）

が大きく改善されたことは、結果的に、衛星通信（有料）を使わなくてはならない場面が少な

くなる方向に働いている。 
なお、衛星通信の特長である、「距離に関係ない通信範囲」、「昼夜や時間帯に左右されない安

定した明瞭な通信」、「陸上の電話網への接続による陸上の担当者との直接通話」、「遭難時等の

緊急時の自動接続」等は、「いつでも繋がる、最後の通信手段」という点でその意味は大きく、

関係者への大きな安心感に繋がっている。 
 
◆ 揚降費用の支援 
                                             

 
パラオ DMLE の SPB 係留場所は、湾口に開く形で風浪に弱く、台風や強風が吹く際には SPB

を一時的に陸揚げして避難させる必要があるため、揚降費用を支援している。 
また、2017 年度からはマーシャルの Sea Patrol について、年 1 回だった船底清掃を 2 回とす

るための揚降費用を支援している。 

 

各国との打合せ
 

2018 年度の事業を円滑に推進するため、また、今後のプロジェクトの新たな展開のため、ミク

ロネシア 3 国を訪問して、齟齬のないように種々の打合せ（説明や要望聴取、意見交換等）を実

施した。各国との打合せ状況は以下のとおり。 
 

 パラオ共和国                             
                                                                  
 
1. 副大統領兼法務大臣  

 

実施日：2018 年 4 月 10 日（火） 
目 的：海上保安アドバイザー紹介のた

  めの表敬訪問 
 
 

左：JAMS冨田アドバイザー 
左から 2人目：Raynold B. Oilouch副大統領 

右から 2人目：JAMS竹内部長、右：JAMS舩木研究員 

2. 在パラオ共和国日本国大使館  

 

実施日：2018 年 4 月 11 日（水） 
目 的：海上保安アドバイザー紹介のた

  めの表敬訪問 
 
 
 

中央：山田大使、右：荻野一等書記官 

3. 大統領  

 

実施日：2018 年 4 月 12 日（木） 
目 的：海上保安アドバイザー紹介のた

  めの表敬訪問 
 
 
左から 3人目：Tommy E. Remengesau Jr.大統領 

左：NMC一宮所長代理、左から 2人目：NMC浅井所長 
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◆ 衛星通信料支援（小型パトロール艇および巡視船） 
                                             

 
遠く離れた海域で活動する小型パトロ－ル艇および巡視船と陸上基地（事務所）を結ぶ遠距

離通信は、業務遂行上必須であるため衛星通信装置を導入したが、衛星通信料は比較的高額で

あり、各国の自国予算ではそれを賄ないきれない可能性がある。このため衛星通信料について

も支援している。 
使用実績を勘案して料金プランを見直した 2016 年度以降変わらず、今年度も 1 局当り年間

157,860 円、2 局では 315,720 円とし、担当する海域が広く、使用頻度も高いイバイについて

は 1 局当り年間 171,720 円、2 局では 343,440 円とした。 
尚、2017 年 3 月にパラオへ供与した 3 隻目の小型パトロール艇については、料金体系が変

わり、1 局で年間 688,880 円となっている。 
2017 年 12 月にパラオへ供与した巡視船については、遠方で行動する期間が長く、事案発生

時には現場写真等を送付するため、データ通信が多くなることを見込み年間 1,030,800 円とし

ている。また、冗長性を持たせるため KEDAM の衛星通信手段は二方式とし、前述の衛星通信

の他、データ通信用に他方式の衛星通信も契約している（年間契約 10 万円、通信利用があっ

た場合のみ請求される）。 
衛星通信の使用量は必ずしも多いとは言えない状況が続いているが、これは衛星通信の不要

を意味するものではない。事案発生時には集中的に衛星通信が活用されており、他の無線通信

手段と使い分けている。 
また、本プロジェクトの支援の一環として、各国の HF 及び VHF の無線通信能力（無料）

が大きく改善されたことは、結果的に、衛星通信（有料）を使わなくてはならない場面が少な

くなる方向に働いている。 
なお、衛星通信の特長である、「距離に関係ない通信範囲」、「昼夜や時間帯に左右されない安

定した明瞭な通信」、「陸上の電話網への接続による陸上の担当者との直接通話」、「遭難時等の

緊急時の自動接続」等は、「いつでも繋がる、最後の通信手段」という点でその意味は大きく、
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◆ 揚降費用の支援 
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各国との打合せ
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 パラオ共和国                             
                                                                  
 
1. 副大統領兼法務大臣  

 

実施日：2018 年 4 月 10 日（火） 
目 的：海上保安アドバイザー紹介のた

  めの表敬訪問 
 
 

左：JAMS冨田アドバイザー 
左から 2人目：Raynold B. Oilouch副大統領 

右から 2人目：JAMS竹内部長、右：JAMS舩木研究員 

2. 在パラオ共和国日本国大使館  

 

実施日：2018 年 4 月 11 日（水） 
目 的：海上保安アドバイザー紹介のた

  めの表敬訪問 
 
 
 

中央：山田大使、右：荻野一等書記官 

3. 大統領  

 

実施日：2018 年 4 月 12 日（木） 
目 的：海上保安アドバイザー紹介のた

  めの表敬訪問 
 
 
左から 3人目：Tommy E. Remengesau Jr.大統領 

左：NMC一宮所長代理、左から 2人目：NMC浅井所長 
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4. 4rd Trilateral Working Group（TWG） 

 

 

実施日：2018 年 4 月 16 日（月） 
目 的：日・パ・豪 3 者による意見交換、 
  3rd 会合以降の各国のプロジェ

  クト進捗の確認 
 
 
 
 
 
 
 

TWG の様子・TWG参加者 

5. DMLE  

 

実施日：2018 年 9 月 4 日（火） 
目 的：巡視船 KEDAM 昇任制度及び 

  National Maritime Coordination 

  Centre（NMCC）に関する意見 
  交換等 

左奥：Thomas Tutii局長 

左手前：Victor Remengesau部長代理 

6. 法務省人事担当 

 

実施日：2018 年 9 月 4 日（火） 
目 的： 法務省昇任制度についての情報

  収集及び意見交換 
 
 
 

中央：法務省人事担当 Dianne Jayson氏 

7. 副大統領兼法務大臣 

 

実施日：2018 年 9 月 5 日（水） 
目 的： 昇任制度報告、小型パトロール

  艇用トレーラー製作報告等 

8. 在パラオ共和国日本国大使館 

 

実施日：2018 年 9 月 5 日（水） 
目 的：出張報告、意見交換等 
 

9. 副大統領補佐官・法務省人事担当 

 

実施日：2018 年 11 月 9 日（金） 
目 的：昇任制度に関する打合せ 
 
 

 

右奥：Keiden Kintol副大統領補佐官 

10. DMLE 

 

実施日：2018 年 11 月 12 日（月） 
目 的：小型パトロール艇用トレーラー 
  に関する報告等 
 

11. JICA パラオ支所 

 

実施日：2018 年 11 月 13 日（火） 
目 的：支所長交代顔合わせ及び情報交

換 
 

右手前：JICAパラオ立原支所長 

右奥：同ミクロネシア企画調査員 

12. DMLE 

 

 
 

実施日：2018 年 12 月 19 日（水） 
目 的：新部長紹介等 
 
 
 

右奥：JAMS 遠山部長 
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13. 大統領 

 

実施日：2018 年 12 月 19 日（水） 
目 的：新部長紹介のための表敬訪問 
 

 
左：Tommy E. Remengesau大統領 

右：遠山部長 

14. 在パラオ日本国大使館 

 

実施日：2018 年 12 月 20 日（木） 
目 的：出張報告、意見交換等 
 
 

15. 副大統領兼法務大臣 

 

実施日：2018 年 12 月 20 日（木） 
目 的：新部長紹介、MCT 派遣説明、 
  トレーラー状況報告等 
 
 

左奥：Earnest Ongidobel副大統領首席補佐官 

16. 副大統領兼法務大臣 

 

実施日：2019 年 1 月 14 日（月） 
目 的：MCT メンバーによる表敬訪問 
 
 
 

 

17. 在パラオ日本国大使館 

 
 

 

実施日：2019 年 1 月 17 日（木） 
目 的：MCT メンバーによる表敬訪問 
 

 
右から 4人目：倉田上席派遣協力官 

右から 3人目：大谷派遣協力官 

18. JICA パラオ支局 

 

実施日：2019 年 1 月 31 日（木） 
目 的：新部長挨拶、情報交換 
 
 

19. DMLE 

 

実施日：2019 年 2 月 1 日（金） 
目 的：小型パトロール艇定期整備等に 
  関する打合せ 
 
 

20. 副大統領兼法務大臣 

 

実施日：2019 年 2 月 6 日（水） 
目 的：小型パトロール艇定期整備、 
  巡視船瑕疵担保期間終了に伴う 
  最終検査等報告 
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 ミクロネシア連邦                             
                                                                  
 
1. 司法長官 

 

 

実施日：2018 年 5 月 31 日（木） 
目 的：研修実施に関する進捗状況の確

  認 
 

右から 3人目：Joses Gallen法務長官 

右から 2人目：David Kodak海上警察司令官代理 

2. 在ミクロネシア連邦日本国大使館 

 

 

実施日：2018 年 5 月 31 日（木） 
目 的： PALM8 に関する情報収集及び

  び意見交換等 
 
 

前列左：堀江大使 

3. Maritime Wing 

 

 

実施日：2019 年 2 月 20 日（水） 
目 的：今後の研修等に関する打合せ 
 
 
 
 

右から 3人目：Steward Peter司令官 

4. 在ミクロネシア連邦日本大使館 

 
 

実施日：2019 年 2 月 21 日（木） 
目 的：新部長紹介及び情報交換 
 

5. 司法長官代理 

 

実施日：2019 年 2 月 22 日（金） 
目 的：今後の支援に関する意見交換 
 
 
 
 
 
左から 3人目：Leonito Bacalando, Jr司法長官代理 
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 マーシャル諸島共和国                             
                                                                  
 
1. 法務大臣 

 

実施日：2018 年 7 月 24 日（火） 
目 的：新法務大臣への表敬、定期整備 

  及び今後の支援についての意

  見交換、世界海上保安機関実務

  者会合のリマインド 
右から 2人目：Jack Ading法務大臣 

左：George Lanwi警察庁長官 

2. Sea Patrol 

 

 

実施日：2018 年 7 月 25 日（水） 
目 的： TARLAN04 乗組員との打合せ、

  定期整備実施の際の注意点及び

  不具合の確認 
 

打合せの様子 

3. 在マーシャル諸島共和国日本国大使館 

 

 

実施日：2018 年 7 月 26 日（木） 
目 的：プロジェクトの状況説明、意見 

  交換 
 

左から 2人目：渡邉参事官 

右から 3人目：岩田一等書記官、右：関専門調査員 

4. 在マーシャル日本国大使館 

 
 

実施日：2018 年 11 月 2 日（金）） 
目 的：新大使表敬、意見交換  
 
 
 
 
 

左から 3人目：齋藤大使 

5. 法務大臣、警察庁長官 

 

 

実施日：2018 年 11 月 2 日（木） 
目 的：大使表敬、意見交換  
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事業の検討経緯
 
ミクロネシア 3 国は、広大な領海及び排他的経済水域（EEZ）（3 国合計 EEZ は約 600 万㎢で、

米豪に次ぐ世界第 3 位に相当）を有するが、取締り勢力等が極めて脆弱で、それら海域の適切な

海洋管理が困難な状況である。また、捜索救助等の海洋安全確保の観点からも十分でない。 
 

 
ミクロネシア地域とその EEZ 

 
我が国は、水産・漁業の分野で太平洋地域から極めて大きな恩恵を受けており、専らこの分野

での協力・支援を行ってきたが、近年では、海洋安全保障という観点から、ミクロネシア各国を

含む太平洋島嶼国の海洋管理能力の一層の向上が求められている。 
こうした状況下、2008 年以降、公益財団法人日本財団及び公益財団法人笹川平和財団の主導

により、日本（海上保安庁）、アメリカ（USCG）、オーストラリア（海軍等）の各国海上保安機

関の協力を得て、ミクロネシア各国の海上保安能力を強化するための支援策の検討が行われて

きた。 
その結果、2010 年 11 月にパラオで開催された「第 3 回ミクロネシア 3 国の海上保安能力強化

に関する官民合同会議」（パラオ会議）において、ミクロネシア３国に対する支援項目の基本的

な内容が合意され、実施可能な項目から早急に支援措置を実施していくことが合意された。 
パラオ会議までの現地調査及び国際会議の開催状況等は次のとおり。 
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事業の目的
 
◆ 事業の目的                           
                                             
 

1. ミクロネシア 3 国の海域において、法令取締り、海難防止、海難救助や災害時の対応能力を

充実させ、安全で安心な海域を確保する。 
 
2. 現在、稼働しているパトロール・ボート（30m 型。1980 年代以降にオーストラリアより寄

贈。パラオとマーシャル諸島は 1 隻ずつ、ミクロネシア連邦は 3 隻所有）は、主として EEZ
の遠距離海域用であるため、対応が手薄になりがちな沿岸域での海上保安業務用に、多目的

型の高速小型パトロール艇を供与することにより、各国の総合的な海上保安能力の向上を

図る。 
 

3. 加えて、海上という特殊な場所での業務実施に必須となる無線通信能力を向上させること

により、より効果的な海上保安業務の執行体制を整える。 
 

 
オーストラリア寄贈のパトロール・ボート（ミクロネシア連邦） 

 
 

2008 年 5 月 マーシャル諸島大統領より日本財団に支援要請あり 
2008 年 11 月 第 8 回ミクロネシア大統領サミット（於ミクロネシア連邦）にて、

日本財団からの支援を歓迎する旨表明 
2009 年 3 月 現地調査（第一次） 
2009 年 7 月 第 9 回ミクロネシア大統領サミット（於マーシャル諸島） 
2009 年 9 月 現地調査（第二次） 
2010 年 1 月 現地調査報告書作成 
2010 年 3 月 第 1 回官民共同会議開催（於東京） 
2010 年 6 月 第 2 回官民共同会議開催（於グアム） 
2010 年 7 月 実務者調整会議開催（於ソロモン諸島：FFA） 
2010 年 7 月 第 10 回ミクロネシア大統領サミット（於パラオ） 
2010 年 11 月 第 3 回官民共同会議開催(於パラオ)、基本的支援項目合意 

 

事業の構成
 
公益社団法人日本海難防止協会では、日本財団と協力し、上記のパラオ会議で合意された項目

のうち、早急に対応が必要な支援措置を実施することとし、ミクロネシア 3 カ国を訪問して詳細

な現地調査及び調整を実施するとともに、アメリカ政府（USCG14 管区）やオーストラリア政府

との協議等を繰り返し、早急に実施すべき支援内容として、次のとおり決定した。 
 
◆ 施設の供与                            
                                             

 
1. 小型パトロール艇の供与 

（15m 型多目的型 FRP 艇、各国 1 隻ずつ、沿岸部での海上保安業務用） 
2. 通信施設の供与 

（無線通信機能の改善のため、HF アンテナ等を新替え、VHF レピータ（自動中継器）を 
新設、衛星通信装置を導入） 

3. 非常用発電機の供与 （頻繁な停電に対応するため。パラオのみ） 
 
◆ 運用経費の支援                           
                                             

 
上記の供与物が一時的な供与に終わることなく、長期的に、円滑・安全に運用するための支援 
1. 小型パトロール艇の運行に必要な燃料費の供与 
2. 小型パトロール艇の定期整備の実施、予備品・交換部品の供与 
3. 近隣諸国との「合同取締」に参加する巡視船艇の燃料費の補助 
4. 衛星通信費の供与 
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事業の目的
 
◆ 事業の目的                           
                                             
 

1. ミクロネシア 3 国の海域において、法令取締り、海難防止、海難救助や災害時の対応能力を

充実させ、安全で安心な海域を確保する。 
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上記の供与物が一時的な供与に終わることなく、長期的に、円滑・安全に運用するための支援 
1. 小型パトロール艇の運行に必要な燃料費の供与 
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各国の小型パトロール艇の船名及び写真は次のとおり。 
 

 パラオ共和国 「KEBEKEL M’AL」（カベケル・マタール） 

  （パラオ語で「有能で勇敢な鮫」の意） 

 
 
 

 ミクロネシア連邦 「FSS Unity」 （FSS ユニティー） 

                    （「統合、統一」の意） 

 

事業の実施 【第 1 フェーズ】
 
◆ 支援内容覚書（MOU）の締結                            
                                             

 
この事業を円滑・適正に実施するため、日本海難防止協会と各国政府との間で、具体的な支援

策の内容に関する「覚書」（MOU：Memorandum of Understanding）を締結した。 
なお、ミクロネシア連邦政府としては、同政府が外国の非政府組織（日本海難防止協会）との

間で MOU を締結するのは初めてのことであり、注目された。 
 

各国との MOU締結年月日 

パラオ共和国 2012 年 2 月 16 日 
ミクロネシア連邦 2012 年 1 月 26 日 
マーシャル諸島共和国 2012 年 1 月 19 日 

 
 
◆ 小型パトロール艇の建造・供与                            
                                             

 
MOU に基づき、使用目的に適した小型パトロ－ル艇の仕様を検討して入札した結果、ヤンマ

ー製の「EX46FB」が採用された。 
同艇は、日本で最大クラスの多用途型の量産艇であり、主要目は次のとおり。 
 

船質 FRP 
全長 約 15m（46FT 型） 
総トン数 約 12 トン 
最大搭載人員 14 名 
機関最大出力 650 馬力 
最大速力 約 30 ノット 
航続距離 約 400 海里（1/2 出力） 

航海計器 
電子海図（ECDIS）、測深装置、航海情報統合装置

（NAVNET） 
通信装置 HF・VHF 無線機、衛星通信装置（ボイス、メール） 

海上保安業務用施設 
フライング・ブリッジ（FB）、パトライト、サイレン、

拡声器、サーチライト、担架、簡易救急備品等 
 
船名は、各国大統領等の命名によるものであり、小型パトロ－ル艇に寄せる各国の期待が現れ、

国民から歓迎されている。 
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各国の小型パトロール艇の船名及び写真は次のとおり。 
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                    （「統合、統一」の意） 

 

事業の実施 【第 1 フェーズ】
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この事業を円滑・適正に実施するため、日本海難防止協会と各国政府との間で、具体的な支援

策の内容に関する「覚書」（MOU：Memorandum of Understanding）を締結した。 
なお、ミクロネシア連邦政府としては、同政府が外国の非政府組織（日本海難防止協会）との

間で MOU を締結するのは初めてのことであり、注目された。 
 

各国との MOU締結年月日 

パラオ共和国 2012 年 2 月 16 日 
ミクロネシア連邦 2012 年 1 月 26 日 
マーシャル諸島共和国 2012 年 1 月 19 日 

 
 
◆ 小型パトロール艇の建造・供与                            
                                             

 
MOU に基づき、使用目的に適した小型パトロ－ル艇の仕様を検討して入札した結果、ヤンマ

ー製の「EX46FB」が採用された。 
同艇は、日本で最大クラスの多用途型の量産艇であり、主要目は次のとおり。 
 

船質 FRP 
全長 約 15m（46FT 型） 
総トン数 約 12 トン 
最大搭載人員 14 名 
機関最大出力 650 馬力 
最大速力 約 30 ノット 
航続距離 約 400 海里（1/2 出力） 

航海計器 
電子海図（ECDIS）、測深装置、航海情報統合装置

（NAVNET） 
通信装置 HF・VHF 無線機、衛星通信装置（ボイス、メール） 

海上保安業務用施設 
フライング・ブリッジ（FB）、パトライト、サイレン、

拡声器、サーチライト、担架、簡易救急備品等 
 
船名は、各国大統領等の命名によるものであり、小型パトロ－ル艇に寄せる各国の期待が現れ、

国民から歓迎されている。 
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◆ 「引渡式」の開催                            
                                             

 

小型パトロール艇及び通信装置の供与を記念して、ミクロネシア各国で、大統領等の政府幹部

の出席の下、盛大な「引渡式」等が実施された。 
式典では、各国からこれら支援措置に対する感謝の言葉が述べられるとともに、それらの積極

的な活用を約束し、また、日本側からは、今後の職員研修等を含めた一層の支援措置の方針が述

べられた。 
各国「引渡式」実施日 

パラオ共和国 2012 年 10 月 12 日 
ミクロネシア連邦 2012 年 8 月 17 日 
マーシャル諸島共和国 2012 年 11 月 23 日 

 

 
ミクロネシア連邦における引渡式 

 
◆ 招へい研修の実施                            
                                             

 
小型パトロール艇の供与と併行して、同艇を円滑に運用するため、各国の職員を日本へ招へい

して、供与する小型パトロール艇の建造状況の見学や小型パトロール艇運行等に関する研修を実

施した。 
また、日本における海上保安体制の状況を把握するため、海上保安庁主催の「観閲式及び総合

訓練」の見学等を実施した。 
研修生は帰国後、小型パトロール艇運行のリーダーとして重要な位置を占めており、その円滑

な運行に大きく寄与しているとともに、本プロジェクトを推進するための、各国での調整者とし

て活躍している。 

 マーシャル諸島共和国 「RMIS LOMOR Ⅱ」（RMIS ロモール Ⅱ） 

（マーシャル語で、「救助」の意味） 

 
 

◆ 通信施設の建設                            
                                             

 
パラオ共和国及びミクロネシア連邦において、海上保安機関が使用している無線設備では、近

距離、遠距離ともに円滑な通信が実施できない状態であった。 
このため、HF 用の大型アンテナを新設し、送信機の出力もアップした。また、新規に VHF 用

のレピータ（自動中継器）システムを導入し、中距離海域との通信機能を大幅に改善した。 
さらに、通信の範囲、品質、安定性で格段に優れた衛星通信装置（メール、電話）を新規に導入

した。その費用も日本側が負担することで、システムの最大限の活用を図っている。 
これらの通信設備の措置により、通信範囲が拡大し、安定した通信ができるようになり、各国

での円滑な海上保安業務の実施に大きく役立っている。 
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小型パトロール艇の供与と併行して、同艇を円滑に運用するため、各国の職員を日本へ招へい

して、供与する小型パトロール艇の建造状況の見学や小型パトロール艇運行等に関する研修を実

施した。 
また、日本における海上保安体制の状況を把握するため、海上保安庁主催の「観閲式及び総合

訓練」の見学等を実施した。 
研修生は帰国後、小型パトロール艇運行のリーダーとして重要な位置を占めており、その円滑

な運行に大きく寄与しているとともに、本プロジェクトを推進するための、各国での調整者とし

て活躍している。 

 マーシャル諸島共和国 「RMIS LOMOR Ⅱ」（RMIS ロモール Ⅱ） 

（マーシャル語で、「救助」の意味） 

 
 

◆ 通信施設の建設                            
                                             

 
パラオ共和国及びミクロネシア連邦において、海上保安機関が使用している無線設備では、近

距離、遠距離ともに円滑な通信が実施できない状態であった。 
このため、HF 用の大型アンテナを新設し、送信機の出力もアップした。また、新規に VHF 用

のレピータ（自動中継器）システムを導入し、中距離海域との通信機能を大幅に改善した。 
さらに、通信の範囲、品質、安定性で格段に優れた衛星通信装置（メール、電話）を新規に導入

した。その費用も日本側が負担することで、システムの最大限の活用を図っている。 
これらの通信設備の措置により、通信範囲が拡大し、安定した通信ができるようになり、各国

での円滑な海上保安業務の実施に大きく役立っている。 
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事業の実施 【第 2 フェーズ】
 
本プロジェクトでは、海上保安体制があまり整備されていないミクロネシア 3 国を対象として、

各国の船艇勢力、職員の数や技能レベル、国家体制、国家予算等々を勘案して、できるだけ効果

的、かつ現実的な支援策を実施してきた。 
その結果、各国とも確実に海上保安能力の向上が見られ、職員の意識や整備・メンテナンスの

意識も向上してきている。こうした状況に対して各国政府幹部からは多くの感謝の言葉が述べら

れるなど、高い評価を得ているところである。 
こうした成果を反映して、各国からはさらにもう一段階上のレベルを目指した支援の要請がな

されるようになり、第 2 フェ－ズとして、各国の需要に応じた更なる支援策を実施することとし

た。 
 

 パラオ共和国                             
                                                                  
 
パラオ共和国は、レメンゲサウ大統領が海洋資源保護に極めて積極的であり、EEZ 内での原則

商業漁業を禁止する「マリン・サンクチュアリ」構想を進めている。こうした政策を実効ならし

めるため、同国の海上保安能力の一層の改善を熱望し、結果、本プロジェクトの「第 2 フェーズ」

として、次のとおり、更なる支援を実施することで合意し、2013 年度から 2014 年度において全

て供与を終了した。 
 

 
支援合意文書（MOU）に署名した日本財団笹川会長とレメンゲサウ大統領 

 
招へい研修の実施状況 

 
◆ 専門家派遣研修の実施                            
                                             

 
小型パトロ－ル艇を適正に維持・管理・運用するためには、適切な整備実施が必須である。こ

のため、小型パトロ－ル艇の毎年の定期整備や個別の修理に併せて、メーカー（ヤンマー）の技

師により OJT 方式で現地関係職員を指導するほか、必要に応じて座学等の集中した整備研修を実

施している。 
各国とも、研修参加に熱心であり、着実な技術の向上が見られる。特に機関関係の整備につい

ては、「いつでも何回でも研修を実施して欲しい」と要請されるほど現地での研修需要が高く、こ

うした支援は極めて好評である。 

 
狭い機関室内での期間整備実習状況 
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事業の実施 【第 2 フェーズ】
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されるようになり、第 2 フェ－ズとして、各国の需要に応じた更なる支援策を実施することとし

た。 
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として、次のとおり、更なる支援を実施することで合意し、2013 年度から 2014 年度において全

て供与を終了した。 
 

 
支援合意文書（MOU）に署名した日本財団笹川会長とレメンゲサウ大統領 

 
招へい研修の実施状況 

 
◆ 専門家派遣研修の実施                            
                                             

 
小型パトロ－ル艇を適正に維持・管理・運用するためには、適切な整備実施が必須である。こ

のため、小型パトロ－ル艇の毎年の定期整備や個別の修理に併せて、メーカー（ヤンマー）の技

師により OJT 方式で現地関係職員を指導するほか、必要に応じて座学等の集中した整備研修を実
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狭い機関室内での期間整備実習状況 
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❖小型パトロール艇「BUL」の引渡式を実施 
パラオのレメンゲサウ大統領、日本財団の海野常務理事を始めとする両国の関係者等の参

加を得て盛大に引渡式が実施された。約 200 人が参加。 
海野常務理事は「小型パトロ－ル艇の 1 隻目『KABEKEL M’TAL』が非常に有効に活用さ

れていることに感銘を受けた。この 2 隻目『BUL』もパラオにおける昨今の海上保安業務需

要の高まりに対応して大活躍してくれることを期待する。」と述べ、これに応えてレメンゲサ

ウ大統領は「パラオ国民の財産である素晴らしい海洋資源を次世代へ引き継ぐためにもその

保護と取締りが重要であり、『BUL』を積極的に活用していく。このような日本財団からの継

続的な支援に感謝する。」と述べた。 
実施日 ：2014 年 10 月 1 日（水） 
実施場所：パラオ共和国ニワル州イメカン港岸壁 

 
日本財団からパラオ政府へ「BUL」のパネルの贈呈 

 
主要参加者による鏡割り 

 
今後の協力について会談した佐藤海上保安庁長官とレメンゲサウ大統領 

 

❖小型パトロール艇 2 隻目「BUL」の供与 
パラオ共和国は、既に供与した小型パトロール艇「KABEKEL M’TAL」と同型艇の追加供

与の要望があり、その供与が適切と判断したので、第 2 フェ－ズとして支援することとした。 
パラオ政府への引渡日：2014 年 7 月 7 日 
 

 
パラオ小型パトロール艇 2隻目「BUL」（パラオ語で「資源保護」の意） 
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❖無線通信設備（VHF レピータ）の建設供与 
パラオ共和国では、同国海上保安機関である海上法令執行部（DMLE）において、国際 VHF

による通信能力がほぼ皆無の状態であった。 
海上という特殊な条件下において汎用性のある安定した無線通信手段を有しないことは海

上保安業務を実施する上での大きな支障である。 
第 1 フェ－ズにおいては、HF 通信用大型アンテナを整備するなど、主として遠距離海域

との無線通信能力を大幅に改善したが、第 2 フェ－ズにおいては、さらに近距離用の VHF 通

信機能を整備することとした。 
具体的には、海上法令執行部（DMLE）において、パラオ沿岸部での国際 VHF 通信が適切

に実施できるように、北部海域及び南部海域をそれぞれ通信圏とする 2 つの VHF レピータ・

システムを新設した。 
この整備により、次図に示すように、北部はカヤンゲル島まで、南部はペリリュー島及び

アンガウル島までの非常に広い範囲で、極めて円滑な VHF 通信ができるようになった。2014
年 3 月、パラオ政府に引渡した。 
これだけ広い範囲において国際 VHF による明瞭で安定した通信ができることは同国周辺

における船舶の安全運航は勿論、同国の海上保安業務全般の円滑・効率的な実施に大きく寄

与することが期待されている。 
 

  
南部海域用ＶＨＦレピータのアンテナ 北部海域用ＶＨＦレピータのアンテナ 

 
 

❖高速救難艇の供与（船名：POLICE SAR UNIT） 
今般、第 2 フェ－ズとして同国では、中型巡視船 1 隻と小型パトロール艇 2 隻という基本

的な船艇勢力が確保されることとなるが、さらに同国からは、第 2 フェ－ズの一環として、

沿岸部や港内等で海上保安業務全般（法令取締り、海難救助等）に対応するため、高速性能

の優れた小型ゴムボートタイプを供与して欲しい旨、強い要望が示された。また、このボー

トはトレーラーで陸地を輸送し、活動海域付近の陸地からスロープで海に入れて活用するこ

とを想定している由であった。 
このため、同国の海上保安業務実施機関（海上法令執行部：DMLE=Division of Marine Law 

Enforcement）と具体的な使用法、性能等について調整・検討した結果、長さ 7m 程度で高

速性、操縦安定性、信頼性の優れたものを選定することとし、入札の結果、ニシエフ製 7m 型

高速救難艇が採用され、2014 年 10 月 31 日、パラオ政府へ供与した。 
この艇の主要目は次のとおり。 

 
形式 複合型ゴムボート 
船体構造 船体部は浮力材注入 FRP、浮体は発砲ウレタン製 
全長 7.3m、全幅：2.65m、深さ：1.04m 
主機関 船外機 150PS(110.3kW)×2 基 
速力 約 40 ノット 
航続距離 約 100 海里/38 ノットにて 
最大搭載人員 10 人 
船体重量 約 1,650kg（船外機含む） 

 

 
納入された高速救難艇「POLICE SAR UNIT」 



60 61

Ⅲ 

こ
れ
ま
で
の
経
緯
と
事
業
の
概
要

❖無線通信設備（VHF レピータ）の建設供与 
パラオ共和国では、同国海上保安機関である海上法令執行部（DMLE）において、国際 VHF

による通信能力がほぼ皆無の状態であった。 
海上という特殊な条件下において汎用性のある安定した無線通信手段を有しないことは海

上保安業務を実施する上での大きな支障である。 
第 1 フェ－ズにおいては、HF 通信用大型アンテナを整備するなど、主として遠距離海域

との無線通信能力を大幅に改善したが、第 2 フェ－ズにおいては、さらに近距離用の VHF 通

信機能を整備することとした。 
具体的には、海上法令執行部（DMLE）において、パラオ沿岸部での国際 VHF 通信が適切

に実施できるように、北部海域及び南部海域をそれぞれ通信圏とする 2 つの VHF レピータ・

システムを新設した。 
この整備により、次図に示すように、北部はカヤンゲル島まで、南部はペリリュー島及び

アンガウル島までの非常に広い範囲で、極めて円滑な VHF 通信ができるようになった。2014
年 3 月、パラオ政府に引渡した。 
これだけ広い範囲において国際 VHF による明瞭で安定した通信ができることは同国周辺

における船舶の安全運航は勿論、同国の海上保安業務全般の円滑・効率的な実施に大きく寄

与することが期待されている。 
 

  
南部海域用ＶＨＦレピータのアンテナ 北部海域用ＶＨＦレピータのアンテナ 

 
 

❖高速救難艇の供与（船名：POLICE SAR UNIT） 
今般、第 2 フェ－ズとして同国では、中型巡視船 1 隻と小型パトロール艇 2 隻という基本

的な船艇勢力が確保されることとなるが、さらに同国からは、第 2 フェ－ズの一環として、

沿岸部や港内等で海上保安業務全般（法令取締り、海難救助等）に対応するため、高速性能

の優れた小型ゴムボートタイプを供与して欲しい旨、強い要望が示された。また、このボー

トはトレーラーで陸地を輸送し、活動海域付近の陸地からスロープで海に入れて活用するこ

とを想定している由であった。 
このため、同国の海上保安業務実施機関（海上法令執行部：DMLE=Division of Marine Law 

Enforcement）と具体的な使用法、性能等について調整・検討した結果、長さ 7m 程度で高

速性、操縦安定性、信頼性の優れたものを選定することとし、入札の結果、ニシエフ製 7m 型

高速救難艇が採用され、2014 年 10 月 31 日、パラオ政府へ供与した。 
この艇の主要目は次のとおり。 

 
形式 複合型ゴムボート 
船体構造 船体部は浮力材注入 FRP、浮体は発砲ウレタン製 
全長 7.3m、全幅：2.65m、深さ：1.04m 
主機関 船外機 150PS(110.3kW)×2 基 
速力 約 40 ノット 
航続距離 約 100 海里/38 ノットにて 
最大搭載人員 10 人 
船体重量 約 1,650kg（船外機含む） 

 

 
納入された高速救難艇「POLICE SAR UNIT」 



62 63

 ミクロネシア連邦                             
                                                                  
 

❖シミュレーターの供与 
 ミクロネシア連邦においては、同国海上保安機関（法務省の MARITIME WING）の職員

の操船技量の向上のため、同国の船員養成機関へ操船シミュレーターを供与することとし、

2013 年度から 2014 年度の 2 年度に亘り、海事専門学校（ヤップ島所在）の現地調査、先方

政府側との各種調整を経て、同装置の設置、供与を完了した。  
 

 
供与された操船シミュレーター 

 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ＶＨＦ通信圏図 

  

★ 

★ 

Repeater 

 

使用チャンネル表 
【北部海域用】 
呼出：ＣＨ１６ 
通信：ＣＨ２７ 

 
【南部海域用】 
呼出：ＣＨ１６ 
通信：ＣＨ２８ 
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マーシャル諸島イバイ島配置の小型パトロ－ル艇「RMIS TARLAN04」 

（マーシャル語で「荒天上等」の意） 
 
 

❖イバイ島大酋長による歓迎式典の開催 
納入の際、当初予定には無かった歓迎セレモニーをイバイ島の大酋長であり前大統領の

Imata Kabua 氏主催で行って頂いた。TARLAN04 が現地住民に大きな期待を持って歓迎さ

れていることが窺われた。 
実施日：2015 年 12 月 3 日（木） 
場所 ：大酋長邸敷地内プライベートバース 
 

 
イバイ島関係者との記念撮影 

 

 マーシャル諸島共和国                             
                                                                  
 

❖小型パトロール艇「RMIS TARLAN04」の供与 
マーシャル諸島共和国においては、これまでの支援物を極めて有効に活用しており、更なる

きめ細やかな支援を実施することによって、一層の海上保安能力の強化が見込めること、及

び、同国ロヤック大統領以下、関係大臣等からも強い要請があること等を勘案し、小型パト

ロ－ル艇の追加支援の可否を検討するため、現地調査を実施した。 
2 隻目の配属が想定されるクワジェリン環礁イバイ島は、同国第 2 の経済圏の中心地であ

り、この海域は 1 隻目「RMIS LOMOR Ⅱ」の小型パトロール艇の活動可能範囲ではなく、

また、その海域における海上保安業務の需要が非常に高いことから、新たに 2 隻目の小型パ

トロール艇を供与することが適当であると判断した。 
同艇は、1 隻目に比べて担当海域が広いことから、1 隻目より一回り大型化し、燃料タンク

も大きくして航続距離を確保するとともに、充分な堪航性を持たせ、安全で円滑な業務執行

ができる仕様とした。 
 

 
日本財団笹川会長とロヤック大統領の会談 

 
イバイ島には 2015 年 12 月 2 日（水）に納入、主な要目は次のとおり。 
 
船質 FRP 最大搭載人員 14 名程度 
全長 約 17m 機関最大出力 約 650 馬力 
最大速力 約 25 ノット 航続距離 約 800 海里（13 ノットにて） 
航海計器 電子海図（ECDIS）、測深装置、航海情報統合装置（NAVNET） 
通信装置 HF・VHF 無線機、衛星通信装置（ボイス、メール） 
海上保安 
業務用施設 

フライング・ブリッジ(FB）、パトライト、サイレン、 
拡声器、サーチライト、担架、簡易救急備品等 
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❖コンテナハウスの供与（イバイ島） 
イバイ島には小型パトロール艇の備品管理や作業をする施設が無いため、コンテナハウス

を備品管理庫と作業スペースに使えるように改良したものを供与、設置した。 
 

 
供与したコンテナハウス 

 

 
備品の格納棚の他に作業台等も設置 

 
 
 

❖小型パトロール艇「RMIS TARLAN04」の引渡式を実施 
マーシャル諸島共和国のヒルダ・ハイネ大統領、光岡在マーシャル日本国大使、日本海難

防止協会の長光理事長を始めとする両国の関係者等の参加を得て盛大に引き渡し式及びレセ

プションが実施された。 
実施日：2016 年 1 月 28 日（木） 
場所 ：マーシャル諸島共和国 ウリガ（魚市場）岸壁及び  

                  マーシャル・アイランズ・リゾートホテル 

 
出席者の記念撮影（前列中央左：Hilda Hine大統領） 

 

❖通信設備の供与（イバイ島） 
    イバイ島に小型パトロール艇を供与するにあたって、イバイ島海上警察には小型パトロ

ール艇との連絡手段が皆無だった為、陸上に衛星通信装置及び VHF 通信装置を設置した。 
 

   
陸上の通信設備を設置した港湾事務所 

  

設置した無線装置 衛星通信アンテナ       VHF アンテナ
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❖コンテナハウスの供与（イバイ島） 
イバイ島には小型パトロール艇の備品管理や作業をする施設が無いため、コンテナハウス

を備品管理庫と作業スペースに使えるように改良したものを供与、設置した。 
 

 
供与したコンテナハウス 

 

 
備品の格納棚の他に作業台等も設置 

 
 
 

❖小型パトロール艇「RMIS TARLAN04」の引渡式を実施 
マーシャル諸島共和国のヒルダ・ハイネ大統領、光岡在マーシャル日本国大使、日本海難

防止協会の長光理事長を始めとする両国の関係者等の参加を得て盛大に引き渡し式及びレセ

プションが実施された。 
実施日：2016 年 1 月 28 日（木） 
場所 ：マーシャル諸島共和国 ウリガ（魚市場）岸壁及び  

                  マーシャル・アイランズ・リゾートホテル 

 
出席者の記念撮影（前列中央左：Hilda Hine大統領） 

 

❖通信設備の供与（イバイ島） 
    イバイ島に小型パトロール艇を供与するにあたって、イバイ島海上警察には小型パトロ

ール艇との連絡手段が皆無だった為、陸上に衛星通信装置及び VHF 通信装置を設置した。 
 

   
陸上の通信設備を設置した港湾事務所 

  

設置した無線装置 衛星通信アンテナ       VHF アンテナ
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支援物の追加供与（パラオ共和国）
 
パラオ共和国については、第 2 フェーズとして小型パトロール艇の 2 隻目及び高速救難艇を供

与し、また、VHF 無線施設を新設するなど、相応の海上保安体制の整備を行ってきたが、レメン

ゲサウ大統領は「マリン・サンクチュアリ」構想の実効を図るため更なる海上保安体制の整備を

望み、これを受けて日本財団では、2015 年 2 月にパラオ政府と「21 世紀における日本－パラオ

海洋アライアンス」の MOU を結び次の追加支援を行うこととした。 
 
◆ ピックアップトラックの供与                  
                                             
 

2014 年 10 月に POLICE SAR UNIT として 7m 複合型ゴムボートを供与したが、これの機動

性を高めるために新たに牽引用の車両を供与した。 
車両は、牽引用フックの装着は勿論のこと、予備燃料や資機材を積載できること、また艇の運

航要員も一緒に移動できること等を考慮し、ダブルキャブのピックアップトラックとし、2016 年

8 月 30 日に納入した。 
これにより、パラオが懸案としている北部環礁海域での外国漁船取締りの際に、SPB を海路で

先行させ、ゴムボートはバベルダオブ島北部に陸路で向かい揚降場所にて待機し、SPB が外国漁

船を発見した場合には SPB と連携して取締りを実施するなど、効率的な取締りが可能となる。 
 

  
ピックアップトラック 揚降時の様子 

 
 
◆ 3 隻目小型パトロール艇「EUATEL」の供与                  
                                             
 
 上記 MOU で決定された追加支援の一つが 3 隻目の小型パトロール艇の供与である。これまで

に 2 隻の同型艇「KABEKEL M’TAL」及び「BUL」を供与したが、3 隻目の供与にあたっては、

2 隻の現場での使い勝手を含め、その必要な仕様について DMLE と協議を重ねた。 
2 隻については、業務実施時における汎用度は高いものの、外国漁船の取締りにおいて相手船

を接舷捕捉する際、自船と相手船の受けるダメージを考慮して、とても慎重な操船になりがちと

いう評価があった。このため、3 隻目に関しては、中空構造となっているゴム製の防舷材を艇の全

官民国際会議の開催（パラオ共和国）
 

2016 年 2 月 26 日（金）、パラオ・コロールにて、日本財団、笹川平和財団、パラオ政府共催に

よる「パラオ共和国における海上保安能力の強化および環境配慮型ツーリズム推進のための官民

国際会議」が開催された。 
会議には、パラオを含む太平洋島諸国や日米豪 3 カ国の政府関係者、国際機関の関係者など約

60 人が出席し、海上保安分野における前述の追加支援の内容や日米豪政府の人材育成面などでの

協力及び環境配慮型ツーリズムに関する支援内容を含んだ決議（Resolution）が採択された。 
会議後、パラオ政府、日本財団、笹川平和財団の間で MOU が締結された。 

 

 
集合写真 

 
MOU署名式 
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◆ 起工式の開催（庁舎・埠頭建設） 
                                             
 

2017 年末完工に向け 2016 年 12 月から現地工事が開始され、2017 年 1 月 23 日には、現地に

おいてレメンゲサウ大統領、オイロー副大統領、在パラオ山田日本国大使出席の下、起工式が行

われた。 

 
 起工式の様子  

 
 
◆ 小型パトロール艇「EUATEL」の引渡式を実施                 
                                             
 
パラオの Oilouch 副大統領兼法務大臣、山田在パラオ日本国大使、海上保安庁の倉本国際協力

推進官を始めとする両国の関係者の参加を得て引渡式が実施された。外遊のため大統領の臨席は

なかったものの、副大統領のほか二大酋長、上下院議長、その他多くのパラオ関係者の出席があ

った。 
 

■ 実施日：2017 年 4 月 25 日（火） 
■ 場 所：パラオ共和国 珊瑚礁センター岸壁 

  

引渡式の様子 

周及び舷側に取付け、取締り能力を強化した艇とした。また、これまでの 2 隻に備えられていた

フライング・ブリッジは防舷材による重量増加の影響を緩和するため設置を見送った。 
パラオ共和国には 2017 年 3 月上旬に納入。引渡式は 2017 年 4 月 25 日に開催された。 

 主な要目は次のとおり。 
 

船質 FRP 
機関最大出力 約 650 馬力 
最大速力 約 29 ノット 
航続距離 約 400 海里（20 ノットにて） 

航海計器 
電子海図（ECDIS）、測深装置、航海情報統合装置

（NAVNET） 
通信装置 HF・VHF 無線機、衛星通信装置（ボイス、メール） 

海上保安業務用施設 
パトライト、サイレン、拡声器、サーチライト、担架、

簡易救急備品等 
 

 

パラオ小型パトロール艇 2隻目「EUATEL」（パラオ語で「守護」の意） 
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フライング・ブリッジは防舷材による重量増加の影響を緩和するため設置を見送った。 
パラオ共和国には 2017 年 3 月上旬に納入。引渡式は 2017 年 4 月 25 日に開催された。 

 主な要目は次のとおり。 
 

船質 FRP 
機関最大出力 約 650 馬力 
最大速力 約 29 ノット 
航続距離 約 400 海里（20 ノットにて） 

航海計器 
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（NAVNET） 
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簡易救急備品等 
 

 

パラオ小型パトロール艇 2隻目「EUATEL」（パラオ語で「守護」の意） 
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❖起工式     
日本海難防止協会の大久保専務理事参加のもと、巡視船の無事完成を祈願し起工式を執り行

った。 
 

■ 実施日：2017 年 6 月 22 日（木） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

 
 起工式出席者記念撮影 

 

❖進捗確認 
巡視船建造の進捗確認のため、警固屋船渠を訪問。 
 

■ 実施日：2017 年 8 月 2 日（水）～8 月 3 日（木） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

  

建造中の巡視船 

 

◆ 40m 型巡視船の供与                             
                                             

 
2015 年 12 月に巡視船供与及び埠頭建設にかかるコンサルタント会社が「水産エンジニアリン

グ株式会社」に決定し、以後コンサルとともに現地調査や DMLE との協議を通じて巡視船の仕様

を固めた。造船所は 2016 年 9 月に「警固屋船渠株式会社」に決定し、2017 年内の現地引渡に向

け広島県呉市で巡視船の建造を行った。 
特徴は、パラオが懸案としている本島から 300 海里以上離れた南西諸島の環礁内での外国漁船

取締りを可能にするため、行動日数を 10 日以上とし、環礁内の浅海域においても取締り可能なよ

うに搭載艇を大型の 7m 複合型ゴムボートとしていることである。 
 

 
40m型巡視船 「PSS KEDAM」 

 
要 目 

全長 40m 航海計器 
総トン数 257t レーダー ジャイロコンパス 
最高速力 25kt 以上 AIS サテライトコンパス 
総乗員数 21 名 NavNet GPS 
主機 1,790kW×2 通信機器 

搭載艇 
複合型ゴムボ

ート（7m） 
MF/HF、VHF ラジオ EPIRB 
インマルサット C、FB レーダートランスポンダー 
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複合型ゴムボ

ート（7m） 
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❖進水・命名式 
パラオ共和国 Tommy E. Remengesau. Jr 大統領の来日に合わせ、警固屋船渠にて 40m 型

巡視船の進水・命名式を執り行った。 
式典にはパラオ共和国大統領夫妻をはじめ、Francis Matsutaro 駐日パラオ共和国大使、当

協会の牛島理事長等が参加。また、笹川平和財団の村上強志特任グループ長と芦屋の海技大学

校で研修を受けていたパラオの乗組員 5 名も参加し、パラオ、日本双方の関係者約 50 人が巡

視船の進水・命名を祝った。巡視船は大統領により「KEDAM」（パラオ語で、「（現地に生息す

る）軍艦鳥」の意）と命名された。 
 

■ 実施日：2017 年 9 月 18 日（月） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

 
     進水・命名式出席者記念撮影 

 

  

大統領が「KEDAM」と命名 支綱が切断され、拍手に包まれる「KEDAM」 

 

❖進水 
パラオ共和国大統領来日に先立ち、警固屋船渠の第二工場にて巡視船の進水を実施した。 
 

■ 実施日：2017 年 9 月 13 日（水） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

  

  

進水の様子 

 

❖進捗確認 
進水後、巡視船は艤装のため警固屋船渠の第二工場から第一工場に移され、電気系統の工事

や必要機器の装備が行われた。 
 

■ 実施日：2017 年 11 月 1 日（水） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 
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大統領が「KEDAM」と命名 支綱が切断され、拍手に包まれる「KEDAM」 

 

❖進水 
パラオ共和国大統領来日に先立ち、警固屋船渠の第二工場にて巡視船の進水を実施した。 
 

■ 実施日：2017 年 9 月 13 日（水） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

  

  

進水の様子 

 

❖進捗確認 
進水後、巡視船は艤装のため警固屋船渠の第二工場から第一工場に移され、電気系統の工事

や必要機器の装備が行われた。 
 

■ 実施日：2017 年 11 月 1 日（水） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 
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出港する PSS KEDAM

 

❖入港式 
2018 年 12 月 8 日（金）に広島県呉市を出港した PSS KEDAM は、石垣港を経由しフィリ

ピンを通過。パラオ到着は 12 月 16 日（土）と予定されていたが、台風の影響など天候不順に

見舞われ 12 月 19 日（火）の到着となった。入港の式典にはパラオ共和国大統領をはじめ、副

大統領、二大酋長、上下院議長等、パラオの VIP がそろって出席した。 
 

■ 実施日：2017 年 12 月 19 日（火） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 岸壁 

 
PSS KEDAM入港の様子 

❖試運転 
11 月には公試運転、12 月初めにはパラオの乗組員による試運転を実施。公試運転では JG

（Japan Government）および Class NK 検査官立会いのもと、巡視船の性能試験が行われた。

パラオ人乗組員による試運転ではエンジンやクレーン等の技術者が同乗し、機器の取り扱いの

確認を行った。 
 

■ 実施日：2017 年 11 月 20 日（月）～11 月 22 日（水）公試運転 
2017 年 12 月 1 日（金）～12 月 2 日（土） パラオ人乗組員による試運転 

■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

  

スムーズに航行する巡視船 操船をするパラオ人乗組員 

 
❖出港式 

すべての艤装を終え、パラオ共和国に向け出港。式典には Francis Matsutaro 駐日パラオ共

和国大使をはじめ、笹川平和財団の村上特任グループ長、海上保安庁の倉本国際協力推進官、

当協会の大久保専務理事ら関係者約 30 人が参加した。 
 

■ 実施日：2017 年 12 月 8 日（金） 
■ 場 所：広島県 呉市 警固屋船渠株式会社 

  

出席者記念撮影 式典の様子 
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和国大使をはじめ、笹川平和財団の村上特任グループ長、海上保安庁の倉本国際協力推進官、

当協会の大久保専務理事ら関係者約 30 人が参加した。 
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校長、担当教員、研修生記念撮影 

 

❖幹部要員 5 名に対する船員教育の実施 
 船内保守、最新の航海計器・通信機器等の研修に加え、BRM 訓練、操船シミュレーター訓

練、ECDIS 訓練を実施。海技大学校での研修終了後には徳山海上保安部にて業務研修および

施設見学を行った。 
 
■ 実施期間：2017 年 7 月 18 日～8 月 4 日、2017 年 8 月 16 日～9 月 22 日 
      （2017 年 9 月 25 日～9 月 26 日） 
■ 場  所：兵庫県芦屋市 海技大学校、山口県徳山市 徳山海上保安部 

 
修了式 

  

      乗組員記念撮影 式典出席者 
 
◆ 巡視船乗組員の確保および教育           
                                            

 
巡視船供与にあたっては 15 名の運航要員が新たに必要となるが、その乗組員の確保及び船員

としての養成教育は、経済的支援も含め笹川平和財団の事業として実施された。 
2016 年 4 月及び 9 月、DMLE においてパラオ副大統領（法務大臣兼務）主催により豪国防省、

日本財団及び笹川平和財団をメンバーとする 3 者ワーキンググループ（TWG）が開催された。こ

の TWG により、15 名の雇用のタイミング、日本での研修の期間や研修内容、豪の協力による研

修の実施などが合意された。4 月の第 1 回会議には、米国沿岸警備隊及び日本海上保安庁がオブ

ザーバーとして参加した。 
日本での船員教育に関しては、海技教育機構（JMETS）に依頼し兵庫県芦屋市所在の海技大学

校において、乗組員 15 名を 5 名の幹部要員と 10 名の部員要員（新規採用者）の 2 グループに分

けて実施した。2017 年度の実施に向けて実施期間、カリキュラム等について JMETS と協議を重

ね、それぞれのグループに適切な教育を行った。 
 

❖新規採用者 10 名に対する船員教育の実施 
海技大学校では、船内保守や内燃機関、電気等の講習、操船シミュレーター訓練等を行った。

また、5 日間の日程で日本サバイバルトレーニングセンター（NSTC）にて洋上サバイバル訓

練も実施した。 
 
■ 実施期間：2017 年 5 月 9 日～6 月 2 日、2017 年 6 月 12 日～7 月 7 日 
      （NSTC：2017 年 5 月 22 日～5 月 26 日） 
■ 場  所：兵庫県芦屋市 海技大学校 

福岡県北九州市 日本サバイバルトレーニングセンター 
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ね、それぞれのグループに適切な教育を行った。 
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海技大学校では、船内保守や内燃機関、電気等の講習、操船シミュレーター訓練等を行った。
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練も実施した。 
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❖土木・建築 50％出来高検査 
新庁舎建築に関し、業者への支払い基準となる工事進捗 50％出来高検査を実施。天候不順が

続いたため一部外壁パネルの設置が未了であったが、後日コンサルからの報告により最終確認

を行った。 
 

■ 実施日：2017 年 6 月 29 日（木） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 

  

検査の様子 
 
❖建築完成検査（新庁舎） 

新庁舎の建築が完了し、完成検査を実施。十分な広さの運用司令室や会議室、監視モニター

や電力の 3 分の 1 をまかなえるソーラーパネル等も完備し、機能的な仕上がりとなった。11 月

初旬には DMLE の旧庁舎からの引越しも終了した。 
 

■ 実施日：2017 年 11 月 14 日（火） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 

  

検査の様子 
 

  

◆ 新庁舎の供与および旧庁舎の改修                         
                                            

 
2016 年 4 月に庁舎整備にかかるコンサルタント会社が「水産エンジニアリング株式会社」に決

定し、以後コンサルとともに現地調査や DMLE 及び組織改変により DMLE と同じ局となった魚

類・野生生物保護部（Division of Fish and Wildlife Protection）と協議を重ね必要な機能や設備

についての検討を行った。新庁舎は 3 階建てとし、1 階に DFWP の事務室等、2 階に DMLE 事

務室及び豪 MSA 執務室等、3 階に運用司令室及び大会議室等を配置。屋上には、日本の日射量の

1.3 倍といわれる豊富な太陽光を活用し、ソーラー発電施設を設置した。これにより日中の消費電

力の 3 分の 1 程度が供給できる見込みである。 
また、既存庁舎を改修し、1 階には作業室、武道場、留置関連施設を配置し、2 階には大統領直

属の Palau National Marine Sanctuary（PNMS）事務局が入る。 
2016 年 10 月に建設会社が「岩田地崎建設株式会社」に決定し、同年 12 月から現地工事が開始

され、2017 年 1 月 23 日には、現地において起工式が行われた。2017 年 12 月末に完工。 
新庁舎はパラオ共和国大統領により「Bai ra Bul」（パラオ語で「見張り所」の意）と命名され

た。 
 引渡し後は、新庁舎 3 階の会議室は、法務省にとどまらず他省の打合せ等にも活用されている。

また、武道場は海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）派遣の際の逮捕術訓練

で使用されるなど、幅広く役立てられている。 
 

 

完成した新庁舎 「Bai ra Bul」 
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され、2017 年 1 月 23 日には、現地において起工式が行われた。2017 年 12 月末に完工。 
新庁舎はパラオ共和国大統領により「Bai ra Bul」（パラオ語で「見張り所」の意）と命名され

た。 
 引渡し後は、新庁舎 3 階の会議室は、法務省にとどまらず他省の打合せ等にも活用されている。

また、武道場は海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）派遣の際の逮捕術訓練

で使用されるなど、幅広く役立てられている。 
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◆ 埠頭の供与                         
                                            

 
2015 年 12 月に埠頭建設及び巡視船供与にかかるコンサルタント会社が「水産エンジニアリン

グ株式会社」に決定し、以後コンサルとともに現地調査や DMLE 及び豪 MSA との協議を通じて

必要な設備等を固めた。地盤調査の結果から工法は鋼管杭式とし、給水、給電設備を 2 系統確保

することで豪供与の PPB も係留できる埠頭とした。2016 年 10 月に建設会社が「岩田地崎建設株

式会社」に決定し、同年 12 月から現地工事が開始され、2017 年 1 月 23 日には、現地において

Remengesau 大統領、Oilouch 副大統領、山田在パラオ日本国大使出席の下、起工式が行われた。

2017 年 12 月末に完工。 
埠頭はパラオ共和国大統領により「Melusch Melachel」（パラオ語で「幸運な港」の意）と命名

された。 
 

 

完成した埠頭「Melusch Melachel」 

 

   
       フェンダー 高速救難艇用スロープも完備 

 
 

❖建築最終検査（新旧庁舎） 
旧庁舎の改修工事が終了したため、新旧庁舎の最終検査を実施。旧庁舎には PNMS 事務局

のほか、畳を設置できる武道場や留置場も用意された。 
 
■ 実施日：2017 年 12 月 22 日（金） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 

  

     改修された旧庁舎 検査の様子 

    

  

 

 

左上：エントランス、 右上：運用司令室 

左下：武道場、   右下：ソーラーパネル（屋上） 
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■ 実施日：2017 年 12 月 22 日（金） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 

  

     改修された旧庁舎 検査の様子 
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左下：武道場、   右下：ソーラーパネル（屋上） 
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◆ 巡視船・庁舎・埠頭引渡式を実施                   
                                              
 
パラオ主催で行われた引渡式には大統領、副大統領をはじめとする VIP が勢ぞろいし、日本から

は日本財団の海野常務理事、海上保安庁の島田政務課長、当協会の牛島理事長他、建造・建設に携わ

った各会社の代表者の他、山田在パラオ日本国大使が出席。150 名を超える人数が集まる式典となっ

た。レセプションにも約 120 名が参加し、パラオで行われた式典では最大規模のものとなり、パラ

オのさらなる海上保安体制強化に対する期待の高さが窺えた。 
 

■ 実施日：2018 年 2 月 13 日（火） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 岸壁、Palau Royal Resort 

 

    
国歌斉唱 放水のデモンストレーション 

  
レメンゲサウ大統領スピーチ 海野常務スピーチ 

 
テープカット 

❖土木・建築 50％出来高検査 
埠頭建設に関し、業者への支払い基準となる工事進捗 50％出来高検査を実施。杭の打設が予定

より大幅に前倒しで終了しており、完工も 1 ヶ月程度早まるものと見込まれた。 
 

■ 実施日：2017 年 6 月 29 日（木） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 

  
検査の様子 

 

❖土木完成検査 
埠頭建設が当初の予定より 2 ヶ月早く終了したため、埠頭単独で完成検査を実施。腐食防止対

策も施され、質の高い埠頭が完成した。 
 

■ 実施日：2017 年 10 月 12 日（木） 
■ 場 所：パラオ共和国 DMLE 

  
検査の様子 
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供与物の運航支援
 

この事業では、小型パトロール艇、巡視船及び衛星通信装置等の施設を、一時的に供与するだ

けでなく、供与施設が円滑・有効に活用されるよう、それらの運用やメンテンスに必要な諸経費

を併せて支援している。 
このように運用経費を含めた総合的な支援は政府開発援助（ODA）では困難な分野であり、こ

のプロジェクトの実施主体が、NGO（日本財団、笹川平和財団、日本海難防止協会）だからでき

る大きな特徴となっている。 
 
◆ 小型パトロール艇及び巡視船の定期整備、修理、機能改善                  
                                             

 
定期整備とは、小型パトロール艇の納入後、1 年毎に、日本からメーカー（ヤンマー）の技師を

派遣して、メーカーが規定する標準的な年次定期点検項目の点検及び所要の修理整備を実施する

ものである。 
概して、途上国においては、供与された機器類を円滑に継続使用するための点検や、故障の予

防措置としてのメンテナンスの習慣がないなど、そうした意識が希薄な場合が多く、結果的に、

折角の供与物等が当初の性能・機能を発揮できないばかりか、場合によっては、一部の部品の故

障等のために供与物が全く使用されなくなってしまうこともあり得る。 
当プロジェクトではこうした事態を回避すべく、毎年の定期整備支援の他にも、現地関係者と

の連絡を密にして、供与物をより現地のニーズに合致させるべく機能改善に努め、継続して適切・

円滑に使用されるようにしている。 
小型パトロール艇は 1 年間使用すると、船底、舵、プロペラ等がかなり汚れて、速力の低下や

燃料消費の増加につながるが、徹底した定期整備の実施により、新船と同様な状態となり、速力

も新船時と同じ約 30 ノットを回復することができる。 
また、巡視船については 2 年に一度の底洗い等の軽整備（ドック入り）、5～6 年に一度の主機

関のオーバーホールを含む重整備（ドック入り）を実施することとしている。ドック入りのない

年についても主機関の年次整備が必要となるため、パラオへ主機関メーカーの技師を派遣し、点

検等を行う。 
 
◆ 小型パトロール艇の揚降費の支援                 
                                             

 
パラオ共和国においては、係留場所が湾口に開く形で風浪に弱いため、台風や強風等の際には

小型パトロール艇を一時的に陸揚げして避難させる必要があるため、揚降費用（年間最大 100 万

円）を支援している。 
また、マーシャル諸島共和国の Sea Patrol については、年 1 回であった船底清掃を 2 回とする

ための揚降費用を支援している。 

 
出席者記念撮影（庁舎エントランスに掲げるストーリーボードと） 

レセプション 

  

牛島理事長スピーチ 海保 島田政務課長による乾杯の挨拶 

 
乾杯の様子 
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Ⅳ  参考資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 小型パトロール艇の燃料費の支援                  
                                             

 
各国においては、自国予算による小型パトロ－ル艇用の燃料購入がかなり困難な状況である。 
このため、本プロジェクトにおいては、供与した小型パトロ－ル艇の運航に必要な燃料費（パ

ラオ：年間最大 300 万円／隻、ミクロネシア：年間最大 400 万円、マーシャル諸島：年間最大 600
万円／隻）及び、関係国との合同取締りに参加する船舶（オーストラリア供与のパトロール・ボ

ート等）の燃料費（年間最大 300 万円／国）を支援している。 
 
◆ 巡視船の燃料費の支援                  
                                             

 
 パラオへ供与した 40 型巡視船の燃料費は小型パトロール艇と比較してもより高額となり、自

国で賄うことが困難である。そのため、小型パトロール艇同様に燃料費を支援し、その額は年間

3,360 万円となっている。 

 
◆ 衛星通信料の支援                  
                                             

 

小型パトロ－ル艇、船艇基地（事務所）及び 40m 型巡視船に衛星通信装置を導入したが、衛星

通信料は比較的高額であるため、各国の自国予算ではそれを賄ないきれない可能性がある。この

ため衛星通信料についても支援している。 
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ミクロネシア 3国の基礎資料（地理・社会）
 
 

国名 
 

パラオ共和国 
Republic of Palau 

(ROP) 

 

ミクロネシア連邦 
Federated States of 
Micronesia (FSM) 

 

マーシャル諸島共和国 
Republic of the Marshall 

Islands (RMI) 

地
理
・
自
然 

面積 
488㎢              

（屋久島とほぼ同じ） 
700㎢                     

（奄美大島とほぼ同じ） 
180㎢                   

（霞ケ浦とほぼ同じ大きさ） 

島の数 約 200 約 600 約 1,200 

日本との距離 3,200ｋｍ 3,700ｋｍ 4,500ｋｍ 

気候 海洋性熱帯気候            海洋性熱帯気候          海洋性熱帯気候        

平均気温 28℃ 27℃ 27℃ 

平均湿度 81% 80% 75% 

年間雨量 3,025 ミリ 4,121 ミリ（ポンペイ） 3,400 ミリ 

乾季・雨季 
乾季：11～4月           
雨季：5～10月 

乾季：1～3月             
雨季：4～12月 

 乾季：12～4月          
雨季：10～11月 

 （区別はあまりはっきりしていない） 

社
会
・
文
化 

人口  21,291人                             
（2015年、世界銀行） 

104,044人                       
（2014年、世界銀行） 

52,898人                           
（2014年、世界銀行） 

在留邦人 
370人                        

（2015年 10月現在） 
122人                            

（2015年 10月現在） 
55人                              

（2015年 10月現在） 

民族 ミクロネシア系 ミクロネシア系 ミクロネシア系 

言語(公用語) パラオ語、英語 英語の他、現地の 8言語 マーシャル語、英語 

宗教 キリスト教      キリスト教            
（カトリック、プロテスタント） 

キリスト教               
（主にプロテスタント） 

電話の国番号 680 691 692 

電圧 110Ｖ、60Ｈz 
プラグは日本と同じ 

110Ｖ、60Ｈz 
プラグは日本と同じ 

110Ｖ、60Ｈz 
プラグは日本と同じ 

日本との時差 
±0ｈ 

（サマータイムなし） 

＋1ｈ                
（ヤップ州、チューク州） 

＋2ｈ                   
（ポンペイ州、コスラエ州） 
（サマータイムなし）                    

＋3ｈ 
（サマータイムなし） 

保健 生水は飲用不適 生水は飲用不適 生水は飲用不適 

 

ミクロネシア 3国の地図、EEZ
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・
自
然 

面積 
488㎢              

（屋久島とほぼ同じ） 
700㎢                     

（奄美大島とほぼ同じ） 
180㎢                   

（霞ケ浦とほぼ同じ大きさ） 

島の数 約 200 約 600 約 1,200 

日本との距離 3,200ｋｍ 3,700ｋｍ 4,500ｋｍ 

気候 海洋性熱帯気候            海洋性熱帯気候          海洋性熱帯気候        

平均気温 28℃ 27℃ 27℃ 

平均湿度 81% 80% 75% 

年間雨量 3,025 ミリ 4,121 ミリ（ポンペイ） 3,400 ミリ 

乾季・雨季 
乾季：11～4月           
雨季：5～10月 

乾季：1～3月             
雨季：4～12月 

 乾季：12～4月          
雨季：10～11月 

 （区別はあまりはっきりしていない） 

社
会
・
文
化 

人口  21,291人                             
（2015年、世界銀行） 

104,044人                       
（2014年、世界銀行） 

52,898人                           
（2014年、世界銀行） 

在留邦人 
370人                        

（2015年 10月現在） 
122人                            

（2015年 10月現在） 
55人                              

（2015年 10月現在） 

民族 ミクロネシア系 ミクロネシア系 ミクロネシア系 

言語(公用語) パラオ語、英語 英語の他、現地の 8言語 マーシャル語、英語 

宗教 キリスト教      キリスト教            
（カトリック、プロテスタント） 

キリスト教               
（主にプロテスタント） 

電話の国番号 680 691 692 

電圧 110Ｖ、60Ｈz 
プラグは日本と同じ 

110Ｖ、60Ｈz 
プラグは日本と同じ 

110Ｖ、60Ｈz 
プラグは日本と同じ 

日本との時差 
±0ｈ 

（サマータイムなし） 

＋1ｈ                
（ヤップ州、チューク州） 

＋2ｈ                   
（ポンペイ州、コスラエ州） 
（サマータイムなし）                    

＋3ｈ 
（サマータイムなし） 

保健 生水は飲用不適 生水は飲用不適 生水は飲用不適 

 

ミクロネシア 3国の地図、EEZ
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ミクロネシア 3 国への支援内容
 

 パラオ共和国                             
                                                                  

 

小
型
パ
ト
ロ
ー
ル
艇 

船名 KABEKEL M’TAL BUL EUATEL 

意味 有能で勇敢なサメ 資源保護 守護 

基地 コロール 

引渡日 2012 年 8 月 2014 年 7 月 2017 年 3 月 

燃料費 年間最大 900 万円（1 隻 300 万円） 

合同取締用
燃料費 年間最大 300 万円 衛星通信費 年間最大約 210 万円 

写真 

   
 

高
速
救
難
艇
等 

名称 POLICE SAR UNIT ピックアップトラック 

引渡日 2014 年 10 月 2016 年 8 月 

写真 

  
 

通信設備等 VHF レピータ 衛星通信装置 非常用発電機 HF アンテナ 

 

巡
視
船
・
庁
舎
・
埠
頭 

名称 PSS KEDAM Bai ra Bul Melusch Melachel 

意味 軍艦鳥 見張り所 幸運な港 

燃料費 
年間最大 3,660 万円 

（巡視船） 
衛星通信費 年間最大約 100 万円 

引渡日 2017 年 12 月 

写真 

   

ミクロネシア 3国の基礎資料（政治・経済）
 
 

国名 
 

パラオ共和国 
Republic of Palau 

(ROP) 

 

ミクロネシア連邦 
Federated States of 
Micronesia (FSM) 

 

マーシャル諸島共和国 
Republic of the Marshall 

Islands (RMI) 

独立記念日 1994年 10月 1日 1986年 11月 3日 1986年 10月 21日 

首都 
マルキョク                        

（2006年、コロールから移転） 
パリキール                     

（1989年 11月、コロニアから遷都） 
マジュロ 

政
府 

政体 大統領制 連邦共和制、大統領制 大統領制 

大統領 
 Tommy 

E.Remengesau,Jr 
（2017年 1月再就任、任期 4年） 

Peter Martin Christian 

（2015年 5月就任、任期 4年） 

 Hilda Heine 

（2016年 1月就任、任期 4年） 

担当大臣 法務大臣（副大統領が兼務）                                                                                 
Raynold B. Oilouch 

司法長官                       
Joses R. Gallen 

法務大臣 
Jack J. Ading                     

駐
日
大
使
館 

大使 特命全権大使                                             
Francis M. MATSUTARO 

特命全権大使                                                   
John FRITZ 

特命全権大使                                                       
Tom D. KIJINER 

住所 

パラオ共和国大使館 
Embassy of the Republic of 

Palau 
〒106-0044 東京都港区東麻

布 2-21-11 
 電話：03-5797-7480 

ミクロネシア連邦大使館  
Embassy of the Federated 

States of Micronesia 
 〒107-0052 東京都港区赤坂

1-14-2                  
霊南坂ビルディング 2階 

 電話：03-3585-5456 

マーシャル諸島共和国大使館  
Embassy of the Republic of 

the Marshall Islands 
 〒105-0003 東京都港区西新

橋 3-13-7 
MG愛宕ビルディング 3階 
 電話：03-6432-0557 

現
地
日
本
大
使
館 

大使 
特命全権大使                                 
山田 俊之  

特命全権大使 
堀江 良一 

特命全権大使                          
齋藤 法雄     

住所 

Palau Pacific Resort, 
Ngarakebesang,                               

Koror, ROP                                                   
(パラオパシフィックリゾートホテル敷

地内)                             
Tel: +680-488-6455                   
Fax:+680-488-6458 

P.O.Box 1837 Kolonia 
Pohnpei FSM 96941             
Tel :+691-320-5465                     
Fax: +691-320-2933 

A-1 & 2 Lojkar Appartment, 
Rairok, Long Island, Majuro                       

(郵便物宛先：Embassy of 
Japan,P.O.Box 300, Majuro,           

RMI, MH96960)                          
Tel:+692-247-7463                 
Fax:+692-247-7493 

経
済 

通貨 米ドル（ＵＳ＄） 米ドル（ＵＳ＄） 米ドル（ＵＳ＄） 

GNI/人 
12,180米ドル                                  

（2015年、世界銀行） 
3,200米ドル                                    

（2014年、世界銀行） 
4,390米ドル                              

（2014年、世界銀行） 

出国税 
なし                         

（2018年 1月から環境税$100
が航空券に組み込まれている） 

20米ドル 20米ドル 

※中国との国交があるのは、ミクロネシア連邦のみ。パラオ共和国、マーシャル諸島共和国は台湾との国交がある。 
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Ⅳ 

参
考
資
料

ミクロネシア 3 国への支援内容
 

 パラオ共和国                             
                                                                  

 

小
型
パ
ト
ロ
ー
ル
艇 

船名 KABEKEL M’TAL BUL EUATEL 

意味 有能で勇敢なサメ 資源保護 守護 

基地 コロール 

引渡日 2012 年 8 月 2014 年 7 月 2017 年 3 月 

燃料費 年間最大 900 万円（1 隻 300 万円） 

合同取締用
燃料費 年間最大 300 万円 衛星通信費 年間最大約 210 万円 

写真 

   
 

高
速
救
難
艇
等 

名称 POLICE SAR UNIT ピックアップトラック 

引渡日 2014 年 10 月 2016 年 8 月 

写真 

  
 

通信設備等 VHF レピータ 衛星通信装置 非常用発電機 HF アンテナ 

 

巡
視
船
・
庁
舎
・
埠
頭 

名称 PSS KEDAM Bai ra Bul Melusch Melachel 

意味 軍艦鳥 見張り所 幸運な港 

燃料費 
年間最大 3,660 万円 

（巡視船） 
衛星通信費 年間最大約 100 万円 

引渡日 2017 年 12 月 

写真 

   

ミクロネシア 3国の基礎資料（政治・経済）
 
 

国名 
 

パラオ共和国 
Republic of Palau 

(ROP) 

 

ミクロネシア連邦 
Federated States of 
Micronesia (FSM) 

 

マーシャル諸島共和国 
Republic of the Marshall 

Islands (RMI) 

独立記念日 1994年 10月 1日 1986年 11月 3日 1986年 10月 21日 

首都 
マルキョク                        

（2006年、コロールから移転） 
パリキール                     

（1989年 11月、コロニアから遷都） 
マジュロ 

政
府 

政体 大統領制 連邦共和制、大統領制 大統領制 

大統領 
 Tommy 

E.Remengesau,Jr 
（2017年 1月再就任、任期 4年） 

Peter Martin Christian 

（2015年 5月就任、任期 4年） 

 Hilda Heine 

（2016年 1月就任、任期 4年） 

担当大臣 法務大臣（副大統領が兼務）                                                                                 
Raynold B. Oilouch 

司法長官                       
Joses R. Gallen 

法務大臣 
Jack J. Ading                     

駐
日
大
使
館 

大使 特命全権大使                                             
Francis M. MATSUTARO 

特命全権大使                                                   
John FRITZ 

特命全権大使                                                       
Tom D. KIJINER 

住所 

パラオ共和国大使館 
Embassy of the Republic of 

Palau 
〒106-0044 東京都港区東麻

布 2-21-11 
 電話：03-5797-7480 

ミクロネシア連邦大使館  
Embassy of the Federated 

States of Micronesia 
 〒107-0052 東京都港区赤坂

1-14-2                  
霊南坂ビルディング 2階 

 電話：03-3585-5456 

マーシャル諸島共和国大使館  
Embassy of the Republic of 

the Marshall Islands 
 〒105-0003 東京都港区西新

橋 3-13-7 
MG愛宕ビルディング 3階 
 電話：03-6432-0557 

現
地
日
本
大
使
館 

大使 
特命全権大使                                 
山田 俊之  

特命全権大使 
堀江 良一 

特命全権大使                          
齋藤 法雄     

住所 

Palau Pacific Resort, 
Ngarakebesang,                               

Koror, ROP                                                   
(パラオパシフィックリゾートホテル敷

地内)                             
Tel: +680-488-6455                   
Fax:+680-488-6458 

P.O.Box 1837 Kolonia 
Pohnpei FSM 96941             
Tel :+691-320-5465                     
Fax: +691-320-2933 

A-1 & 2 Lojkar Appartment, 
Rairok, Long Island, Majuro                       

(郵便物宛先：Embassy of 
Japan,P.O.Box 300, Majuro,           

RMI, MH96960)                          
Tel:+692-247-7463                 
Fax:+692-247-7493 

経
済 

通貨 米ドル（ＵＳ＄） 米ドル（ＵＳ＄） 米ドル（ＵＳ＄） 

GNI/人 
12,180米ドル                                  

（2015年、世界銀行） 
3,200米ドル                                    

（2014年、世界銀行） 
4,390米ドル                              

（2014年、世界銀行） 

出国税 
なし                         

（2018年 1月から環境税$100
が航空券に組み込まれている） 

20米ドル 20米ドル 

※中国との国交があるのは、ミクロネシア連邦のみ。パラオ共和国、マーシャル諸島共和国は台湾との国交がある。 
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ミクロネシア 3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 活動状況
 
 

No. 年 月/日 場所 実施項目 概要 

1 2018 
4/9-
4/17 

ROP 

海上保安アドバイザー紹介 
日本財団笹川会長パラオ名誉国民
授与式 
TWG参加 

大統領、法務大臣、DMLE へのアドバイザー紹介、笹川
会長名誉国民授与式参加、TWG（日・パ・豪）3者
会議出席 
出張者：竹内、浅井、一宮、冨田、舩木 

2 2018 
4/9-
4/26 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

3 2018 5/8 岡山 
トレーラー製作に関する打合せ 
（両備ホールディングス㈱ソレックスカ
ンパニー） 

パラオ供与小型艇用トレーラー製作に関する打合せ 
出張者：竹内、舩木 
対応業者：水産エンジニアリング、ソレックスカンパニー 

4 2018 5/29-
6/3 

FSM 
小型パトロール艇「FSS Unity」納
入 6年後定期整備 

試運転立会、法務長官面会等 
出張者：竹内、一宮、冨田、舩木 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

5 2018 6/3-7/6 ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

6 2018 6/12-
6/15 

PHL ドック調査 

パラオ供与巡視船「PSS KEDAM」用ドック調査 
（マニラ・セブ） 
出張者：竹内、浅井、一宮、舩木 
対応業者：JOSEFA SLIPWAY、常石造船、
Colorado Shipyard 

7 2018 7/22-
7/28 

RMI 
小型パトロール艇「RMIS 
TARLAN04」納入 3年後定期整
備および専門家派遣研修 

定期整備・専門家派遣研修立会、新法務大臣表敬 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

8 2018 8/7-
8/10 

PHL ドック調査 

パラオ供与巡視船「PSS KEDAM」用ドック調査 
（マニラ・スービック） 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：Subic Drydock Corporation 

9 2018 
8/26-
9/21 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

10 2018 9/2-9/6 ROP 法務大臣、DMLE との打合せ 
巡視船乗組員昇任制度に関する打合せ 
出張者：竹内、冨田、舩木 

11 2018 9/25 岡山 
トレーラー完成検査 
（両備ホールディングス㈱ソレックスカ
ンパニー） 

パラオ供与小型艇用トレーラー完成検査 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：南洋貿易、ソレックスカンパニー 

12 2018 10/8-
10/11 

SIN MTU との打合せ 

KEDAM乗組員研修に関する巡視船エンジンメーカー
MTU との打合せ（シンガポール） 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：MTU 

 ミクロネシア連邦                             
                                                                  

 

小
型
パ
ト
ロ
ー
ル
艇 

船名 FSS Unity 

意味 統一、結束 

基地 ポンペイ 

引渡日 2012年 6月 

燃料費 年間最大 400万円 

合同取締用
燃料費 年間最大 300万円 

衛星通信費 年間最大約 16万円 

写真 

 
 

通信設備等 VHF レピータ 衛星通信装置 操船シミュレーター HF アンテナ 

 

 マーシャル諸島共和国                             
                                                                  

 

小
型
パ
ト
ロ
ー
ル
艇 

船名 RMIS LOMORⅡ RMIS TARLAN04 

意味 救助 荒天上等 

基地 マジュロ イバイ 

引渡日 2012年 6月 2015年 12月 

燃料費 年間最大 1,200万円（1隻 600万円） 

合同取締用
燃料費 年間最大 300万円 

衛星通信費 年間最大約 33万円 

写真 

  
 

通信設備等 衛星通信装置 
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Ⅳ 

参
考
資
料

ミクロネシア 3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 活動状況
 
 

No. 年 月/日 場所 実施項目 概要 

1 2018 
4/9-
4/17 

ROP 

海上保安アドバイザー紹介 
日本財団笹川会長パラオ名誉国民
授与式 
TWG参加 

大統領、法務大臣、DMLE へのアドバイザー紹介、笹川
会長名誉国民授与式参加、TWG（日・パ・豪）3者
会議出席 
出張者：竹内、浅井、一宮、冨田、舩木 

2 2018 
4/9-
4/26 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

3 2018 5/8 岡山 
トレーラー製作に関する打合せ 
（両備ホールディングス㈱ソレックスカ
ンパニー） 

パラオ供与小型艇用トレーラー製作に関する打合せ 
出張者：竹内、舩木 
対応業者：水産エンジニアリング、ソレックスカンパニー 

4 2018 5/29-
6/3 

FSM 
小型パトロール艇「FSS Unity」納
入 6年後定期整備 

試運転立会、法務長官面会等 
出張者：竹内、一宮、冨田、舩木 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

5 2018 6/3-7/6 ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

6 2018 6/12-
6/15 

PHL ドック調査 

パラオ供与巡視船「PSS KEDAM」用ドック調査 
（マニラ・セブ） 
出張者：竹内、浅井、一宮、舩木 
対応業者：JOSEFA SLIPWAY、常石造船、
Colorado Shipyard 

7 2018 7/22-
7/28 

RMI 
小型パトロール艇「RMIS 
TARLAN04」納入 3年後定期整
備および専門家派遣研修 

定期整備・専門家派遣研修立会、新法務大臣表敬 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

8 2018 8/7-
8/10 

PHL ドック調査 

パラオ供与巡視船「PSS KEDAM」用ドック調査 
（マニラ・スービック） 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：Subic Drydock Corporation 

9 2018 
8/26-
9/21 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

10 2018 9/2-9/6 ROP 法務大臣、DMLE との打合せ 
巡視船乗組員昇任制度に関する打合せ 
出張者：竹内、冨田、舩木 

11 2018 9/25 岡山 
トレーラー完成検査 
（両備ホールディングス㈱ソレックスカ
ンパニー） 

パラオ供与小型艇用トレーラー完成検査 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：南洋貿易、ソレックスカンパニー 

12 2018 10/8-
10/11 

SIN MTU との打合せ 

KEDAM乗組員研修に関する巡視船エンジンメーカー
MTU との打合せ（シンガポール） 
出張者：竹内、冨田、舩木 
対応業者：MTU 

 ミクロネシア連邦                             
                                                                  

 

小
型
パ
ト
ロ
ー
ル
艇 

船名 FSS Unity 

意味 統一、結束 

基地 ポンペイ 

引渡日 2012年 6月 

燃料費 年間最大 400万円 

合同取締用
燃料費 年間最大 300万円 

衛星通信費 年間最大約 16万円 

写真 

 
 

通信設備等 VHF レピータ 衛星通信装置 操船シミュレーター HF アンテナ 

 

 マーシャル諸島共和国                             
                                                                  

 

小
型
パ
ト
ロ
ー
ル
艇 

船名 RMIS LOMORⅡ RMIS TARLAN04 

意味 救助 荒天上等 

基地 マジュロ イバイ 

引渡日 2012年 6月 2015年 12月 

燃料費 年間最大 1,200万円（1隻 600万円） 

合同取締用
燃料費 年間最大 300万円 

衛星通信費 年間最大約 33万円 

写真 

  
 

通信設備等 衛星通信装置 

 



98 99

調査報告書 フィリピンドック調査① 
                                                          
 

                                              平成３０年７月９日  
 

調    査    報    告    書 

 

職氏名   研究統括本部部長  竹内行広  
 （ミクロ 3国）  舩木寛子  

 
１．事 業 名   ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援 
２．出張用件        フィリピンドック調査（KEDAM整備） 
３．出 張 者   竹内行広、舩木寛子 
４．出張日程等 

日  程   ６月１２日（火）～６月１５日（金） 
地  名    フィリピン マニラ･セブ 

５．用務先及び所見  
用務先  PCG 、 JOSEFA SLIPWAY 、 TSUNEISHI HEAVY INDUSTRIES 、 Colorado 

Shipyard 
所 見 パラオに供与した巡視船KEDAMを、2年に一度船底清掃のため上架させる計画であるが、そ

の入渠先の第一候補としているフィリピンにおいて受入可能なドックの調査を実施した。 
JOSEFAについては、フィリピンの官公庁船が整備でよく入るそうだが、非常に狭い敷地の中に

スリップウェイを 2 本有しているのみ。また、お世辞にもきれいな環境とは言いがたくマニラまで回航さ
せて入れたいとは思えないレベルであった。 

TSUNEISHI はフィリピンの中でもパラオから回航しやすいセブ島にあり、日本企業というところ
も安心できるポイント。8万トン程度のバラ積み船を建造しており、広大な敷地に 1万人の従業員
を有している。40m型の KEDAM を入れるのは気が引ける規模だが、修繕は 140mの浮きドック
1 基で受け入れており、整備のための入渠は妥当。小型船には詳しくないのか、MTU エンジンにつ
いて知らず、また、アルミ船の取扱いがない事も不安材料。 

Colorado については、パラオ PPB の入渠実績あり。主機の OH を含む整備に関しては難あ
りの印象を受けたが、上架底洗いならば問題ないと思われる。ここの利点はドック作業だけでなく、
入国手続きから乗組員の日当の支払まで所謂オールインワンの契約が可能なところ。主機 OH を
含む特別整備と船底清掃メインの上架整備を異なる造船所で実施するなら有力な候補になりう
る。（添付資料参照） 

No. 年 月/日 場所 実施項目 概要 

13 2018 10/24-
11/29 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

14 2018 10/28-
11/3 

RMI 
小型パトロール艇「RMIS LOMOR
Ⅱ」納入 6年後定期整備 

定期整備立会、関係先との打合せ 
出張者：竹内、浅井、一宮 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

15 2018 11/7-
11/14 

ROP トレーラー到着、組立作業 
パラオ供与小型艇用トレーラー到着・組立 
出張者：竹内、浅井、一宮、冨田 
対応業者：南洋貿易 

16 2018 12/9-
12/22 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

17 2018 12/18-
12/22 

ROP 
新部長紹介および小型パトロール艇
「EUATEL」・「BUL」状態確認 

新部長紹介（大統領、副大統領表敬） 
小型パトロール艇「EUATEL」定期整備、「BUL」不具合
対応後の小型艇状態確認 
出張者：遠山、浅井、一宮、冨田、舩木 

18 2019 1/8-
1/22 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務、MCT派遣準備 
出張者：冨田 

19 2019 1/13-
1/18 

ROP MCT派遣（SPF事業） 
海保Mobile Cooperation Team派遣調整 
出張者：遠山、浅井、一宮、冨田 

20 2019 1/30-
2/8 

ROP 
小型パトロール艇「KABEKEL 
M’TAL」納入 6年後定期整備およ
び巡視船「KEDAM」最終検査 

定期整備立会、巡視船瑕疵担保期間終了に伴う最終
検査立会 
出張者：遠山、冨田、舩木、浅井、一宮 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

水産エンジニアリング、警固屋船渠 

21 2019 1/30-
2/23 

ROP 
海上保安アドバイザー派遣 
巡視船主機関年次整備 

海上保安アドバイザー業務、巡視船主機関年次整備立
会 
出張者：冨田 

22 2019 2/19-
2/25 

FSM 
小型パトロール艇「FSS Unity」専
門家派遣研修 

専門家派遣研修立会、司法長官との打合せ等 
出張者：遠山、浅井、一宮、舩木 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

予定 2019 3/10-
3/16 

RMI 
小型パトロール艇「RMIS LOMOR
Ⅱ」船体塗装後状態確認 

小型艇塗装後状態確認、法務大臣との打合せ等 
出張者：遠山、一宮、冨田、舩木 

 
2019年 2月現在 
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Ⅳ 

参
考
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調査報告書 フィリピンドック調査① 
                                                          
 

                                              平成３０年７月９日  
 

調    査    報    告    書 

 

職氏名   研究統括本部部長  竹内行広  
 （ミクロ 3国）  舩木寛子  

 
１．事 業 名   ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援 
２．出張用件        フィリピンドック調査（KEDAM整備） 
３．出 張 者   竹内行広、舩木寛子 
４．出張日程等 

日  程   ６月１２日（火）～６月１５日（金） 
地  名    フィリピン マニラ･セブ 

５．用務先及び所見  
用務先  PCG 、 JOSEFA SLIPWAY 、 TSUNEISHI HEAVY INDUSTRIES 、 Colorado 

Shipyard 
所 見 パラオに供与した巡視船KEDAMを、2年に一度船底清掃のため上架させる計画であるが、そ

の入渠先の第一候補としているフィリピンにおいて受入可能なドックの調査を実施した。 
JOSEFAについては、フィリピンの官公庁船が整備でよく入るそうだが、非常に狭い敷地の中に

スリップウェイを 2 本有しているのみ。また、お世辞にもきれいな環境とは言いがたくマニラまで回航さ
せて入れたいとは思えないレベルであった。 

TSUNEISHI はフィリピンの中でもパラオから回航しやすいセブ島にあり、日本企業というところ
も安心できるポイント。8万トン程度のバラ積み船を建造しており、広大な敷地に 1万人の従業員
を有している。40m型の KEDAM を入れるのは気が引ける規模だが、修繕は 140mの浮きドック
1 基で受け入れており、整備のための入渠は妥当。小型船には詳しくないのか、MTU エンジンにつ
いて知らず、また、アルミ船の取扱いがない事も不安材料。 

Colorado については、パラオ PPB の入渠実績あり。主機の OH を含む整備に関しては難あ
りの印象を受けたが、上架底洗いならば問題ないと思われる。ここの利点はドック作業だけでなく、
入国手続きから乗組員の日当の支払まで所謂オールインワンの契約が可能なところ。主機 OH を
含む特別整備と船底清掃メインの上架整備を異なる造船所で実施するなら有力な候補になりう
る。（添付資料参照） 

No. 年 月/日 場所 実施項目 概要 

13 2018 10/24-
11/29 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

14 2018 10/28-
11/3 

RMI 
小型パトロール艇「RMIS LOMOR
Ⅱ」納入 6年後定期整備 

定期整備立会、関係先との打合せ 
出張者：竹内、浅井、一宮 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

15 2018 11/7-
11/14 

ROP トレーラー到着、組立作業 
パラオ供与小型艇用トレーラー到着・組立 
出張者：竹内、浅井、一宮、冨田 
対応業者：南洋貿易 

16 2018 12/9-
12/22 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務 
出張者：冨田 

17 2018 12/18-
12/22 

ROP 
新部長紹介および小型パトロール艇
「EUATEL」・「BUL」状態確認 

新部長紹介（大統領、副大統領表敬） 
小型パトロール艇「EUATEL」定期整備、「BUL」不具合
対応後の小型艇状態確認 
出張者：遠山、浅井、一宮、冨田、舩木 

18 2019 1/8-
1/22 

ROP 海上保安アドバイザー派遣 
海上保安アドバイザー業務、MCT派遣準備 
出張者：冨田 

19 2019 1/13-
1/18 

ROP MCT派遣（SPF事業） 
海保Mobile Cooperation Team派遣調整 
出張者：遠山、浅井、一宮、冨田 

20 2019 1/30-
2/8 

ROP 
小型パトロール艇「KABEKEL 
M’TAL」納入 6年後定期整備およ
び巡視船「KEDAM」最終検査 

定期整備立会、巡視船瑕疵担保期間終了に伴う最終
検査立会 
出張者：遠山、冨田、舩木、浅井、一宮 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

水産エンジニアリング、警固屋船渠 

21 2019 1/30-
2/23 

ROP 
海上保安アドバイザー派遣 
巡視船主機関年次整備 

海上保安アドバイザー業務、巡視船主機関年次整備立
会 
出張者：冨田 

22 2019 2/19-
2/25 

FSM 
小型パトロール艇「FSS Unity」専
門家派遣研修 

専門家派遣研修立会、司法長官との打合せ等 
出張者：遠山、浅井、一宮、舩木 
対応業者：南洋貿易、ヤンマー・エンジニアリング 

予定 2019 3/10-
3/16 

RMI 
小型パトロール艇「RMIS LOMOR
Ⅱ」船体塗装後状態確認 

小型艇塗装後状態確認、法務大臣との打合せ等 
出張者：遠山、一宮、冨田、舩木 

 
2019年 2月現在 
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打合せの様子（左上写真：中央：Balahadia副社長、右：吉田専門家） 

 
修理中の船舶 

  

ドック内視察 

 
 
ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

JOSEFA SLIPWAY INC. 調査結果 

日   時 ：2018年（平成30年）6月13日（水）1000－1120 

場   所 ：JOSEFA SLIPWAY INC. 

参 加 者 ：JOSEFA ：Vice President Arturo S. Balahadia 

      JAMS ：竹内、舩木 

 JICA ：吉田専門家 

目   的 ：ドック調査 

受領資料 ：会社案内 

配布資料 ：KEDAM、庁舎・埠頭パンフレット 

 

調査概要                                                                  

 

 パラオへ供与した40m型巡視船KEDAMのメンテナンスに向けたドック調査のため、マニラ所在のJOSEFA 
SLIPWAYを訪問した。JICAの吉田専門家から、本造船所はフィリピン官公庁の船舶を多数扱っていると
の情報があったため、参考のため調査を行った。当方からはパラオで実施したプロジェクトの概要を説明した
上で意見交換を行った。副社長から得た情報は以下のとおり。 

 
 JOSEFA SLIPWAYの設立は2005年。造船よりもメンテナンスがメイン。従業員数はマニラに190

名、パンガシナンに150名程度。官公庁の船舶の修理およびメンテナンスが中心。 
 現在、パンガシナン工場では事業および施設の拡大を進めており、メンテナンスだけでなく造船にも力

を入れていく予定。すでに造船の経験もあり、オーストラリアの設計による水産庁の50m型船舶を建
造し、引渡しも済んでいる。この船舶の建造はフィリピン人のみの人員を使い、すべてフィリピンで行って
おり、これを皮切りに今後もこういった船舶の建造を進めていく予定。 

 現在修理中の船舶は7隻。安全・高品質・納期厳守という理由で、官公庁からの受注が多い。 
 敷地内にはクリニックも併設し、従業員の健康管理も適切に行っている。 
 MTUを含め、KEDAM搭載の機器を取り扱う代理店あり。また、その機器を扱う人員も確保できる。 
 船舶到着の際には会議（Arrival Conference）の場を乗組員と造船所で持ち、フィリピン滞在中

のこまごまとした取り決めを行う。造船所から徒歩圏内にドックハウスも所有。 
 
 当方からは、第一候補地はセブであること、そのセブでよいドックが見つからない場合はJOSEFAも候補に

入れたい旨を伝えた。先方からはKEDAMの受け入れは十分に可能であり、質問や要望があればいつでも
連絡してほしいとの言葉があった。打合せ後、造船所内を見学し、調査を終了した。 
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打合せの様子（左上写真：中央：Balahadia副社長、右：吉田専門家） 

 
修理中の船舶 

  

ドック内視察 

 
 
ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

JOSEFA SLIPWAY INC. 調査結果 

日   時 ：2018年（平成30年）6月13日（水）1000－1120 

場   所 ：JOSEFA SLIPWAY INC. 

参 加 者 ：JOSEFA ：Vice President Arturo S. Balahadia 

      JAMS ：竹内、舩木 

 JICA ：吉田専門家 

目   的 ：ドック調査 

受領資料 ：会社案内 

配布資料 ：KEDAM、庁舎・埠頭パンフレット 

 

調査概要                                                                  

 

 パラオへ供与した40m型巡視船KEDAMのメンテナンスに向けたドック調査のため、マニラ所在のJOSEFA 
SLIPWAYを訪問した。JICAの吉田専門家から、本造船所はフィリピン官公庁の船舶を多数扱っていると
の情報があったため、参考のため調査を行った。当方からはパラオで実施したプロジェクトの概要を説明した
上で意見交換を行った。副社長から得た情報は以下のとおり。 

 
 JOSEFA SLIPWAYの設立は2005年。造船よりもメンテナンスがメイン。従業員数はマニラに190

名、パンガシナンに150名程度。官公庁の船舶の修理およびメンテナンスが中心。 
 現在、パンガシナン工場では事業および施設の拡大を進めており、メンテナンスだけでなく造船にも力

を入れていく予定。すでに造船の経験もあり、オーストラリアの設計による水産庁の50m型船舶を建
造し、引渡しも済んでいる。この船舶の建造はフィリピン人のみの人員を使い、すべてフィリピンで行って
おり、これを皮切りに今後もこういった船舶の建造を進めていく予定。 

 現在修理中の船舶は7隻。安全・高品質・納期厳守という理由で、官公庁からの受注が多い。 
 敷地内にはクリニックも併設し、従業員の健康管理も適切に行っている。 
 MTUを含め、KEDAM搭載の機器を取り扱う代理店あり。また、その機器を扱う人員も確保できる。 
 船舶到着の際には会議（Arrival Conference）の場を乗組員と造船所で持ち、フィリピン滞在中

のこまごまとした取り決めを行う。造船所から徒歩圏内にドックハウスも所有。 
 
 当方からは、第一候補地はセブであること、そのセブでよいドックが見つからない場合はJOSEFAも候補に

入れたい旨を伝えた。先方からはKEDAMの受け入れは十分に可能であり、質問や要望があればいつでも
連絡してほしいとの言葉があった。打合せ後、造船所内を見学し、調査を終了した。 
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 通知のタイミングは入渠の半年前（1ヶ月前まであれば調整がつく可能性もあり）。 
 8～12月は台風が多いため、1～4月の波が穏やかな時期が回航に最適。 
 現在の修繕用ドックは40年もので古いため（ロシアから持ってきた中古）、いつまで使えるかという問

題がある。修繕をやめるつもりはないが、新しいドックを準備することも視野に入れている。 
 アルミの取り扱い経験は少ないが、できないことはない。 
 見積の計算にはすでに取り掛かっている。 

 
 先方にはMTUエンジンについての知識がなかったため、マニラの代理店から技術者を派遣できることを説

明。 
 
 打合せ後、工場内を車移動で見学し、調査を終了した。 
 

 
常石造船（セブ工場）※常石造船HPより 

 

打合せの様子（左奥：佐藤副社長、左手前：谷本副工場長）              事務所内 

※工場内は撮影不可 

修繕用フローティングドック 

2014年に台風で水没 

 
 
ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

TSUNEISHI HEAVY INDUSTRIES Inc. 調査結果 

日  時 ：2018年（平成30年）6月14日（木）1015－1200 

場  所 ：TSUNEISHI HEAVY INDUSTRIES, Inc. 

参 加 者 ：常石 ：佐藤 尚英 副社長、谷本 稔 副工場長 
      JAMS ：竹内、舩木 

 NMC ：浅井、一宮 

目  的 ：ドック調査 

受領資料 ：なし 

配布資料 ：KEDAM、庁舎・埠頭パンフレット 

 

調査概要                                                                  

 

 パラオへ供与した40m型巡視船KEDAMのメンテナンスに向けたドック調査のため、セブ所在（セブ島西
海岸）の常石造船を訪問した。先方から会社の沿革および事業の概要について簡単な説明があったのち、
当方からはパラオでのプロジェクトについて説明。先方からの情報は以下のとおり。 
 
 常石造船（セブ工場）では現在までに250隻の船舶を建造。従業員は1万人、うち日本人は60

名。 
 工場一帯は経済特区に指定されており、地元活性化にも貢献。地元の教育や環境問題への支援

にも力を入れている。 
 バラ積み船（載貨重量トンで6万トンから8万トン）を中心に建造しているが、過去には自動車運搬

船を建造し、今後はコンテナ船も建造していく予定。 
 現在、使用できる修繕用フローティングドックは1基のみ。当初は2基あったが、2014年の台風でドック

に入っていた船ごと沈んでしまった。 
 修繕は年間15～16隻を受け入れ。今年はやや多めで、半年ですでに13隻の修繕を行った。売り上

げとしては3億ペソ(約6億円)程度であり、常石造船の全体の売り上げからしても非常に小さく、収支
も赤字が出ない程度。 

 修繕のメインはフィリピン国内の内航船。引き合いは多く、今年は10月までの修繕予定が確定してい
る。 

 KEDAMの作業期間としてはイン&アウト含め6日程度。ライフラフトの検査だけはできないためメーカー
に要確認。マニラに送るため2～3週間を要する可能性がある。 

 塗料・部品は必要であればKEDAM側で用意。 
 宿泊費は見積もりには含まれず、通常、乗組員は船で生活。 
 アドバイザーにはホテル提供可能。特区内にホテルあり。 
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 通知のタイミングは入渠の半年前（1ヶ月前まであれば調整がつく可能性もあり）。 
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ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

TSUNEISHI HEAVY INDUSTRIES Inc. 調査結果 

日  時 ：2018年（平成30年）6月14日（木）1015－1200 

場  所 ：TSUNEISHI HEAVY INDUSTRIES, Inc. 

参 加 者 ：常石 ：佐藤 尚英 副社長、谷本 稔 副工場長 
      JAMS ：竹内、舩木 

 NMC ：浅井、一宮 

目  的 ：ドック調査 

受領資料 ：なし 

配布資料 ：KEDAM、庁舎・埠頭パンフレット 

 

調査概要                                                                  
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げとしては3億ペソ(約6億円)程度であり、常石造船の全体の売り上げからしても非常に小さく、収支
も赤字が出ない程度。 

 修繕のメインはフィリピン国内の内航船。引き合いは多く、今年は10月までの修繕予定が確定してい
る。 

 KEDAMの作業期間としてはイン&アウト含め6日程度。ライフラフトの検査だけはできないためメーカー
に要確認。マニラに送るため2～3週間を要する可能性がある。 

 塗料・部品は必要であればKEDAM側で用意。 
 宿泊費は見積もりには含まれず、通常、乗組員は船で生活。 
 アドバイザーにはホテル提供可能。特区内にホテルあり。 
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 契約のトータル金額はおよそ30万USドル。この金額には、メンテナンス費をはじめ、住居、食事、日
当、移動車両（ドライバー付き）等ほぼすべてが含まれる。 

 入管・検疫に関してもColoradoが手続きをするため、代理店をはさむ必要はない。 
 
 先方からは、パラオの船舶は大歓迎であり、質問等があればいつでも連絡してほしいとの言葉があった。打

合せ後、ドック内を視察し調査を終了した。 
 

  

入口                             打合せ（左奥：Uy氏） 

 
ドック内視察 

  

Remeliik入渠予定のスリップウェイ                    Colorado が建造した船舶 

 
 
ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

Colorado Shipyard 調査結果 

日  時 ：2018年（平成30年）6月14日（木）1430－1530 

場  所 ：Colorado Shipyard 

参 加 者 ：Colorado ：Aurea C. Uy（社長夫人）、他技術者2名 
      JAMS ：竹内、舩木 

 NMC ：浅井、一宮 

目  的 ：ドック調査 

受領資料 ：なし 

配布資料 ：KEDAMパンフレット 

 

調査概要                                                                  

 

 パラオへ供与した40m型巡視船KEDAMのメンテナンスに向けたドック調査のため、セブ所在（セブ島東
海岸）のColorado Shipyardを訪問した。当該のドックは豪供与のPPB、Remeliik号のメンテナンスを
予定しているドックであるため、参考までに調査を実施。なお、Remeliikは6月17日（日）に到着が予
定されている。（※実際はパラオ出港が数日遅れた） 

 
 先方からの情報は以下のとおり。 

 
 1972年設立。夫である社長と夫人で一から会社を立ち上げ、今年で46年目。鉱業会社の溶接の

仕事から徐々に規模を拡大。 
 4本のスリップウェイを所有。 
 パラオの上院議員が所有する船舶も現在メンテナンス中。 
 修繕が中心であるが、今後は建造にも力を入れていく。近年も2隻の船舶（フィジー、ツバルの船

舶）を建造済み。材料・部品は輸入であるが、建造はすべてセブで行った。 
 アルミの取り扱いも経験豊富。免状も所有。 

 
 Remeliikに関する契約、見積り等について確認したところ、先方からは以下の回答があった。 

 
 パラオの豪テクニカル・アドバイザーであるMr. Nathan Smithともやりとりしているが、契約については

豪の造船所Norship（ケアンズ）が窓口となっている（以前は豪政府と直接のやりとりであったが、
豪政府が方針変更）。 

 Remeliikのコンディションは常に良好なため、エンジンのオーバーホール実績はなし。 
 オイルやフィルター等のパーツはRemeliik側で準備している。 
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ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

Subic Drydock Corporation調査結果 

日   時 ：2018年（平成30年）8月9日（木）1000－1115 

場   所 ：Subic Drydock Corporation 

参 加 者 ：SDC ：Contract Administration Manager, Arnel M. Paguio 

  ：Planning & Estimation Manager, Reden R. Ramos 

      JAMS ：竹内、冨田、舩木 

目   的 ：ドック調査 

受領資料 ：会社案内 

配布資料 ：KEDAMパンフレット 

 

調査概要                                                                  

 

 パラオへ供与した40m型巡視船KEDAMのメンテナンスに向けたドック調査のため、スービック所在のSubic 

Drydock Corporationを訪問した。マニラからスービックまでは150kmほどの距離であるが、マニラ市内のひ
どい渋滞や交通事故のため前日の移動には4時間ほどかかった。 

 

 先方から会社の事業概要についてプレゼンテーションがあったのち、当方からはパラオに供与した40m型巡
視船用のドックを探している旨を説明。先方からの情報は以下のとおり。 

 

 アメリカ資本。グアムにも姉妹造船所あり。スービックの方が規模は大きいが、母体はグアム。グアムは
設立から30年、スービックは10年。 

 敷地および設備は過去米海軍が使用していたもの。それを修繕して使用している。 

 従業員は約200名（スービック）。 

 受け入れる主な船舶は、米海軍船、比海軍船、商船。 

 フローティングドックは大（168.24m）、小（48m）それぞれ1基ずつの計2基を所有。現在フローティ
ングドック（大）は検査・メンテナンス中であるが、あと1か月ほどで終了予定。 

 比海軍の資金は一部米海軍から拠出されている関係もあり、米海軍船舶と同様、比海軍船舶も本
造船所で取り扱うことが多い。比コーストガード船舶の取り扱い経験はなし。 

 フローティングドックでは昨年、年間12隻の船舶を受け入れ。1隻当たりの所要日数は30日程度。今
年は、質はそのままに1隻当たりの工期を15～20日に短縮し、年間20隻の受け入れを目標としてい
る。 

 技術者にはシンガポール人も多く在籍。 

 オールアルミの船舶の取り扱いもあり、アルミについての経験は豊富。 

 巡視船乗組員の宿泊先ホテルは特別レートでの提供が可能。食事は近隣のレストラン等でとることと

 

調査報告書 フィリピンドック調査② 
                                                          
 

                                              平成３０年８月１４日  
 

調    査    報    告    書 

 

職氏名   研究統括本部部長  竹内行広  
（ミクロ 3国）  冨田敏明  

  舩木寛子  
 
１．事 業 名   ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援 
２．出張用件        第２回フィリピンドック調査（KEDAM整備） 
３．出 張 者   竹内行広、冨田敏明、舩木寛子 
４．出張日程等 

日  程   ８月７日（火）～８月１０日（金） 
地  名    フィリピン マニラ･スービック 

５．用務先及び所見  
用務先 PCG、Subic Drydock Corporation 
所 見  6 月のセブ島を主とした第 1 回調査に続き、第 2 回調査はスービック地区にある造船所に対

して実施した。 
事前調査で絞り込んでいた Subic Drydock は、浮きドック 2基を擁し修理を専門で行って

いる造船所であり、規模としてはこれまで見てきた中で最適である。また、元々米海軍の施設だった
ものを引継いで使用しており、会社自体も米資本であるところも安心材料である。修理に入る船は、
米海軍、比海軍が多く、我々が訪問した際も比海軍の艦艇が修理に入っており、電子機器等複
雑な装備にも対応できるとのこと。MTU エンジンの取扱い経験は無いものの、アルミ船は経験ある
由で、2年目、4年目の上架船底清掃はここを第一候補として考え、5年目か6年目に実施する
特別整備については、2 回の実績を見つつ、ここかシンガポールで考えることとしたいと思う。（添付
資料参照） 
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なる。 

 グアムでもKEDAMの受け入れは可能であるが、アメリカ価格となるため高額になる。 

 入渠の連絡は1か月前でも調整可能の場合もあるが、他船とのスケジュールによるため早ければ早い
ほどよい。 

 

 先方はMTUの取り扱い経験なし。米海軍船舶等のメンテナンスの際、造船所のみで対応できない装備品
に関してはメーカーの技術者を派遣してもらい、造船所側はサポート的に作業をして対応している。 

 

 入管等の手続きは本造船所では行っておらず、当方で代理店と契約する必要がある。代理店および担当
者の情報は提供可能とのこと。 

 

 事前に送付していたKEDAMの細目および整備項目を元に見積りを依頼。来週には最初の見積りを送る
とのこと。また、契約後に新たに発覚した要修繕箇所の費用については、以下の流れで手続きをするとのこ
と。 

 

要修繕箇所発覚 

↓ 

JAMSに報告（Condition Found Report）、JAMSから提案依頼（Request For Proposal） 

↓ 

SDCによる修繕箇所対応に関する提案および見積りの作成 

↓ 

JAMSの承認 

↓ 

作業開始 

 

※ 当初の見積りと最終的な請求額に差異が生じる場合、その都度クライアントの承認を受け、齟齬がな
いよう進めていくとのこと。 

 

 ミーティング後、造船所内を視察し調査を終了した。 

 

 造船所に隣接する政府所有の岸壁には、ちょうどフランスから供与された24m型の巡視艇が停泊してい
た。 

 

  
SDCによるプレゼンテーション              フローティングドックでは2隻の比海軍艦艇がメンテナンス中 

 

フローティングドック（小） 

  
屋内の作業場のスペースも十分                        仏供与の巡視艇 
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ミクロネシア3国の海上保安能力強化支援プロジェクト 
                                                               

MTU研修センター打合せ 

日   時 ：2018年（平成30年）10月9日（火）1345－1630 

場   所 ：MTU Asia Pte Ltd 

参 加 者 ：MTU ：Ang Kar Boon, Manager, Training 

      JAMS ：竹内、冨田、舩木 

 NMC ：一宮 

目   的 ：エンジニア向け研修についての情報収集 

受領資料 ：MTU研修内容資料 

配布資料 ：KEDAMパンフレット 

 

概   要                                                                   

 

 パラオへ供与した巡視船KEDAMのエンジニアにはKEDAMに搭載しているエンジンの研修が独自に必要と
なるため、シンガポール所在のMTU を訪問し、研修についての情報収集を行った。 

 

研修の種類と料金等 

 今後当方で予定する研修の種類は以下の 2種類、研修終了後は修了証が発行される。 

 

① メカニカル・トレーニング（13日間） ：1 グループ（4名）€27,300 

 オーバーホールを含む 

 ※この研修は政府職員のみが受けられる 

② エレクトロニック・トレーニング（7日間） ：1 グループ（2名）€8,750 （4名）€15,700 

 

 研修に伴うホテル情報及びMTU側のサービスは以下のとおり。 

 

 ホテル ：200SGD／泊（チョイスは 3軒、Orchard Parade、Novotel、Orchard近隣ホテル） 

 ※MTU特別レート、紹介のみ 

 朝食付き、ホテルーMTU送迎付き、一日 2点までの洗濯サービス付き 

 昼食 ：平日はMTUが支給 

 

 KEDAM のエンジニア 2名（Moses Nestor と Kamrul Zaman）はすでにベーシック・トレーニング（メカニ
カル 5日間、エレクトロニック 5日間）を受けている。Ang氏によると、この二人は研修の内容をよく理解し
ていたと思うとのことだった。ベーシック・トレーニングの主な内容は以下のとおり。 

 

 インジェクター交換 

 

調査報告書 シンガポール MTU研修調査 
                                                          
 

                                              平成３０年 10月１8日  
 

調    査    報    告    書 

 

職氏名   研究統括本部部長  竹内行広  
（ミクロ 3国）  冨田敏明  

  舩木寛子  
 
１．事 業 名    ミクロネシア３国の海上保安能力強化支援 
２．出張用件         MTU研修制度調査 
３．出 張 者    竹内行広、冨田敏明、舩木寛子 
４．出張日程等 

日  程    10月 8日（月）～10月 11日（木） 
地  名      シンガポール 

５．用務先及び所見  
用務先 MTU 
所 見 パラオの KEDAM 機関科乗組員の昇任に必要となる主機関の研修について、どのようなものが

準備できるか調査するため、シンガポールにある MTU 研修センターを訪問し、研修種類やその内
容について調査した。 
その結果、提供可能な研修はメカニカル･トレーニングとエレクトロニック･トレーニングの 2種類あ

ったが、KEDAMでは両方をエンジニアが担当するので実質 1種類であり、要する期間は約 1 ヶ月。
この研修は最少受講人数が4名となっているためKEDAMの機関長、機関士の2名の他、あと2
名の選抜が必要となる。受講料については予想より高額になったが、これを 2年に 1度実施するこ
とでパラオ側と調整する予定。（添付資料参照） 
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ったが、KEDAMでは両方をエンジニアが担当するので実質 1種類であり、要する期間は約 1 ヶ月。
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MTU                                    教室 

 
左奥：MTU研修マネージャー Ang Kar Boon氏 

  

研修設備                               Ang氏による説明 

 燃料フィルター取扱い 

 海水清水ポンプ取扱い 

 バルブ開閉の調整 

 電子的な問題に対する部品交換等のトラブルシューティング 

  

 MTUでは 3段階のレベル別研修があるが、レベル 1 と 2 の違いは海水清水ポンプ取扱いのみ。パラオの 2

名は現時点で 1 と 2 を修了。また、レベル 3（13日間と 7日間の研修）においても改めて 1 と 2 の内容
も行うため、1 と 2 を飛ばしてレベル 3から受けることも可能。また、研修を終えると内容を忘れてしまったり、
習ったことを実践する機会がなかったりするため、同じ研修であったとしても繰り返し受けることにより記憶が
戻り効果的であるとのこと。 

 

 パラオでは、MTU におけるメカニカル・トレーニングに該当する部分もエレクトロニック・トレーニングに該当する
部分も同一人物が行うことになるが、たいていは技術者が異なるため両方の研修を 1セットにして行うことは
ほとんどない。13日間と 7日間の研修を 1セットにして実施するか分けて実施するかは本人たちの意向によ
るとのこと。 

 

 研修の申し込みは 4～6 ヵ月前。支払いは前払い。 

見積り（Quoatation）→発注書（Purchase Order）→請求書（Invoice）→支払い→研修開始 

 

 本日の内容を元にパラオ政府と協議することを伝え打合せを終了した。打合せ後、研修センターの施設を
見学し、訪問を終了した。 

 

その他情報 

 KEDAM 乗組員が壊してしまったプライミングポンプについて、通常エア抜きは燃料フィルターから行うため、プ
ライミングポンプに触ることはないとのこと。 

 

 Ang氏の言によれば、MTU としては、研修を受けた者が部品等を交換することは特に制限していない由。 
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業務完了届・報告書 「FSS Unity」定期整備 
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＜5月 25日 定期整備 1日目＞ 
舵の研磨作業 

 

 

＜5月 26日 定期整備 2日目＞ 

船底塗装 

 

 

＜5月 28日 定期整備 3日目＞ 

トランサムドア蝶番の修理 

 

ウインドウシールド枠のコーキング作業 

 

 

 

冷却水用保護亜鉛の取り付け 

 

 

 

保護亜鉛交換の確認作業 
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報告書 「BUL」不具合調査及び対応 
                                                          
 

＜5月 29日 定期整備 4日目＞ 

船体下架 

 

 

ギアオイル充填 

 

＜5月 30日 定期整備 5日目＞ 
海上試運転 

 

＜5月 31日 定期整備 6日目＞ 

クラッチ操縦ハンドル 

 

 

 

 

最高速度（28.5kn） 

 

 

海上試運転（左旋回） 
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業務実施報告書 「TARLAN04」専門家派遣研修 
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業務実施報告書 「TARLAN04」専門家派遣研修 
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＜7月 23日 研修 1日目＞ 
 
朝のミーティング 

 
 

インタークーラーコアの清掃指導 

 
 

＜7月 24日 研修 2日目＞ 

 

研修風景 

 

研修風景 

 
 

インタークーラーコアの微調整 

 
 

 

 

タービンの取り外し 
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2018年 4月 13日付 Island Times 
                                                          

 

 

 

 

「パラオ、日本からの初代海上保安アドバイザーを歓迎」 

 

 巡視船 KEDAM は昨日、マラカルに建てられた海上警備・野生生物保護局の新庁舎において、海上法令執行部のアドバイザ

ーとして業務にあたる海上保安庁冨田少佐を歓迎した。日本財団および笹川平和財団と締結された覚書のもと、日本からのテク

ニカル・アドバイザー（原文ママ、正しくは海上保安アドバイザー）がパラオの海上法令執行の強化支援のため、その業務にあたる。

冨田少佐は「パラオでの私の役割は、日本とパラオの関係を強化することです。海上警察職員や関係者と緊密に業務にあたること

を望んでいます。」と述べた。 

 Oilouch副大統領は海上警察職員に対し、この機会に冨田少佐の専門的知識や技術を吸収するよう強調した。 

 冨田少佐は海上警察とともに KEDAM のパトロールに同乗する予定。また、冨田少佐は定期的にパラオを訪問し、アドバイザー

として専門的なサポートを行う予定である。 

海水ポンプの調整 

 
 

＜7月 25日 研修 3日目＞ 

 

危険品の引き取り 

  
 

フィルター類の取り付け 

 

海水ポンプの組立 

 
 

 

 

バウスラスターの点検 

 
 

油水分離機の取り外し 
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2018年 7月 18日（水）付 The Marshall Islands JOURNAL 
                                                          
 

 
 

「グッジョブ LOMORⅡ！」 

 

 その日は LOMORⅡにとって忙しい土曜日となった。土曜日の昼過ぎ、セルティック・ジョイ号はその幸せな名前に反し、エンジンが

止まり再起動できなくなってしまった。このトラブルのためジョン・マーフィー船長とそのチームは釣りを切り上げなければならず、

LOMORⅡは彼らを連れ戻すためにアルノのダイナマイトパスを疾走した。 

 その日 2 度目のレスキュー業務は、最初のレスキューが完了してからすぐのことだった。メルヴィン・ナルーンの漁船ロバロ号がアルノ

付近で操業中に燃料切れを起こしたのだ。LOMORⅡは救助活動の途中で燃料補給のため一旦基地に戻らなければならず、救

助はより複雑な状況となった。 

 ロバロ号は日曜日の早朝にマジュロまで無事に曳航された。 

2018年 4月 24日（火）付 Island Times 
                                                          

                

 

「海上警察によるレスキュー －海上警察がソンソロール島から妊婦を搬送」 

 

パラオ海上警察は 4月 22日、日本財団から供与された大型の巡視船でソンソロール島からコロールまで妊婦の搬送を行った。 

新しく海上保安アドバイザーに着任した冨田敏明少佐も同乗し、4月 18日から 23日の間、自身初となる海洋監視業務にあ

たった。冨田少佐は昨日4月23日のインタビューで、妊婦が腹痛を訴えていたためコロールへの緊急搬送が必要であったことを明ら

かにした。 

また、冨田少佐によると、妊婦の子供と夫も、現在はともにベラウ・ナショナル・ホスピタルにいるとのことであった。 

ソンソロールはパラオの南西に位置する島である。クリニックや病院等の医療機関は存在しないが、この地域には専属の看護師

が配置されている。 

離島からの居住者は、物資の調達や医療支援を受けるためには中心地であるコロールへはボートで移動をしなければならない。 

Island Times に提供されたプレス発表によると、「今年 2月にパラオに到着して以来、KEDAM がこのような業務に携わるのは

初めて」とのこと。 

冨田少佐は、KEDAM の乗組員とのこの経験はすばらしいものだったと話した。また、「今回、島民が多くの不便を抱えていること

が分かった。妊婦さんが元気な赤ちゃんを産んでくれることを願っている」とも話した。 
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2019年 1月 15日付 Island Times 
                                                          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「安倍内閣総理大臣補佐官がパラオを訪問」 

 

安倍内閣総理大臣補佐官が昨夜パラオに到着し、パラオの政府と海洋法令執行分野での改善向上について議論をする。レイ

ノルド・B・オイロー副大統領は、本日 1月 15日、薗浦健太郎内閣総理大臣補佐官は複数の会合に出席し、DMLEでの訓練

を視察予定であることを明かした。 

レメンゲサウ大統領がラルフ・トーレス知事就任式出席のためスペインへ外遊中につき、薗浦氏は本日午前中にオイロー副大統

領と面会する。薗浦氏はまた、海上保安庁モバイル・コーポレーション・チーム主導で DMLE にて行われる訓練にも出席予定。 

オイロー副大統領は、「薗浦氏はパラオの海洋法令執行部の視察や、日本政府が今後我々の職務向上のためにどのような支

援ができるかということに関心を持っている」と言及。 

オイロー副大統領はまた、レメンゲサウ大統領がスペインでの知事就任式出席後、日本へ公式訪問する予定であると述べた。 

2018年 8月 17日付 Island Times 
                                                          
 

 
 

「日本人ダイバー3名、2時間の救出活動により無事発見される」 

 

8 月 14 日（火）午後、日本人のダイビングガイド 1 名を含む日本人観光客 2 名が行方不明となり、2 時間の救助活動の

末、海上警察により無事救助された。ダイバーらはペリリューコーナーでダイビングを行っており、この場所は潮の流れが強いことで知

られている。 

海上警察のビクター・レメンゲサウ部長代理が Island Times に語ったところによると、公安局がペリリュー・ダイバーズ・カンパニー

から事故の一報を受けたのち、小型パトロール艇とサーチ＆レスキューユニット*には 15 名の人員を配備。また、パシフィック・ミッショ

ン・アビエイションからも人員が配備され、救助を支援したとのことであった。 

3名のダイバーが予定時刻を過ぎても水面へ浮上してこなかったため、ダイビング会社の職員がすぐに当局へ通報。 

救助チームの到着前に、すでにダイビング会社が 3名のダイバーのうち 1名を発見。その後まもなく、残り2名がペリリューコーナー

から 2 マイルの地点にいるのが確認された。 

レメンゲサウ部長代理は、救助された 3名のダイバーは全員怪我もなく無事にペリリュー島へ戻ったと話した。 

 

* 小型パトロール艇は「KABEKEL M’TAL」、サーチ＆レスキューユニットは「POLICE SAR UNIT（複合型ゴムボート）」 

（どちらも日本財団供与） 
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薗浦氏はまた、「一方で、多くの国際的なテロ攻撃や海賊行為が世界各地で起こっている。国際的な犯罪への対抗や、自然

災害への対応を目的として、海上保安・警備分野での国際協力に対し期待が高まっている。このような状況下では、国際協力を

強化することは非常に重要である。日本は、安定と繁栄のために自由で開かれたインド太平洋構想と、法の下に自由で開かれた

海洋秩序を推進している。 

海上保安庁は、2017年 10月に「モバイル・コーポレーション・チーム（MCT）」を発足させた。このチームは、国際協力に従事

するチームであり、人材育成支援に関する要望に応えるために設立された。MCT は 7 名で構成されており、彼らは日本国外に派

遣され、要望を元に講義や訓練を実施している。 

2019年 1月 17日付 Tia Belau 
                                                          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「日本の海上保安庁がパラオの海上警察職員へ訓練を実施」 

 

海上保安庁のモバイル・コーポレーション・チーム（MCT）の 7名（原文ママ、実際は 2名）が今週パラオ入りし、講義と訓練

を実施した。これはパラオの海上警察職員の人材育成を目的としたものであるが、パラオへのMCT派遣は、2017年にMCTが発

足して以来今回が初めてである。火曜日にはマラカルの海上警備・野生生物保護局にて、パラオと日本の政府関係者が立ち会う

中、ゴムボートを使用しての立入検査の訓練が実施された。セシリル・エルデベェル大統領首席補佐官と薗浦健太郎内閣総理大

臣補佐官もこの展示訓練の視察を行った。 

エルデベェル氏はこの訓練での挨拶で、MCT による訓練はパラオの海上保安及び警備の強化に対する決意であると述べた。同

氏はまた、「我々は、海洋監視を実施し我々の海域を守れるよう、能力向上に最大限努めている。」とも語り、この訓練は、これま

でに供与された施設・備品、巡視船及び庁舎に続く支援であると述べた。 

薗浦氏もこの訓練で挨拶し、MCT は、我々両国の海上保安機関の協力体制の強化が具体化されたものであると話した。また

同氏は、「世界の海上保安機関と MCT 現地派遣訓練を通じて、それぞれの機関が結束し、法の下に自由で開かれた海洋秩序

を深めていくことを望む」と加えた。 

パラオを囲む海域を監視するために能力を向上させることは、その海域の地域のみならず、アジア全体、ひいては世界全体にとっ

てもきわめて重要なことである。 
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薗浦氏もこの訓練で挨拶し、MCT は、我々両国の海上保安機関の協力体制の強化が具体化されたものであると話した。また

同氏は、「世界の海上保安機関と MCT 現地派遣訓練を通じて、それぞれの機関が結束し、法の下に自由で開かれた海洋秩序

を深めていくことを望む」と加えた。 

パラオを囲む海域を監視するために能力を向上させることは、その海域の地域のみならず、アジア全体、ひいては世界全体にとっ

てもきわめて重要なことである。 
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